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内部監査・モニタリング・評価に関する条項： 

 

 

 

モンゴル国政府の 2009年 2月 11日の第 46号決議： 

 

2.2. 活動の優先分野（アスペクト） 

 

2.2.6. 財務内部監査の方針、マネジメントの確保 

 

2.6. 業務の戦略目標  

 

2.6.9. 財政（金融）・資金の内部監査及び政策・方針の実施に対するモニタリング・結果評価、

ユーザーに対する情報提供  

 

2.7. 活動の主要目標  

 

2.7.9. 業務戦略の第 9目標に於いて：  

 

2.7.9.1. 中央省庁、地方の公的機関のビジネス計画、製品の原価、予算計画・マネジメント

(管理)、送金、取引、収入、支払い、購入(調達)、在庫、資産・財政報告書などに対する内部監

査の実施、助言・サポートの提供、政策指導の確保 

 

2.7.9.2. 財務・経済関連法令、政策・方針、プログラム、プロジェクト、協定の実施過程に

対するモニタリングの実施、結果評価、ユーザーに対する助言・情報の提供  

 

3.3. 体制内各部署の主要業務・サブ義務 

 

3.3.9. 内部監査・モニタリング・評価を担当する部局の主要義務・サブ義務 

 

主要義務：省の業務戦略の第 9目標に従い、大臣の担当範囲の財政・資金の内部監査及び政策・

方針の実施に対するモニタリング・評価を実施し、ユーザーに対して情報を提供する。 

 

サブ義務：Portfolio Minister の長期業務計画、製品原価、予算計画・マネジメント（管理）、送

金、取引、収入、支払い、購入（調達）、在庫、資産・財務情報などに対する内部監査及び関連

調査の実施 

情報・苦情の受付及び検査 

 

General Budget Managerに対する助言・サポートの提供 
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Portfolio Minister 及び県庁、首都ガバナー事務局の財務担当部署、諸公的機関に於ける内部監査

活動の開設及び政策指導の提供 

財務・経済関連法令、政策・方針、プログラム、プロジェクト、協定の実施過程及び Portfolio 

Minister人によるアウトプット報告書、省庁の General Budget Manager の業績契約の実施などに

対するモニタリング・結果評価の実施 

ユーザーの政策策定及びその改訂に対する助言・情報の提供 

 

この部署は省の政策・方針の制定（策定）及びその実施の調整、行政マネジメントのリーダーシ

ップの確保に向けた諸活動の効率向上への支援を主要義務とする。 

これは政策・方針、計画、プログラム、プロジェクトの実施及びその結果に対する内部監査及び

評価の実施、政策策定・実施に参加する諸部署、その管理・実施レベルの職員の業務改善に向け

た助言・サポートの提供などを通じて実施される。  

 

この部署により提供されるサービスの主要なユーザーは大臣、副大臣、事務次官、省内の諸部署

である。間接的ユーザーは、大臣管轄の政府実施及び調整機関（Agency）、県庁、首都ガバナ

ー事務局、Budget General Manager、諸公的機関の財務官、国営企業、機関、住民である。この

サービスの提供に当たっての主な協力相手は政府官房庁、その他省の同様の部署、職員である。 
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モンゴル国大蔵大臣命令 

 

2009年 7月 22日      177号       ウラーンバータル市 
 

 

                                          大蔵省の長期活動計画の更新について 

                                         
モンゴル国パブリックセクターマネジメント・ファイナンスロー(法)の 26 条、モンゴル国の

省法の 12条の 12.1項，12.2項及びモンゴル国政府の 2009 年 2 月 11日の 46 号決議に基づき下

記を命令する。  

 

1. 大蔵省の 2009年―2012年の長期活動計画を別紙の通り更新・承認する。 

 

2. 大蔵省の事務次官兼 Budget General Manager に下記を命令する。 

 

2.1. 省の長期活動計画に合わせ、諸局の人数、給与基金、国内出張費、郵便・通信費、事

務費などのリミット設定し、遵守させること。 

2.2. 省全体に於いて取り上げられた戦略目標及び達成される成果の確保のためのアウトプ

ットのクラス、品目、数量、品質の基準を中期に於いて安定的遵守させること。 

2.3. 省により年間中に提供されるアウトプットのコスト、そのために使われる予算支出を

毎年確認し、国家予算計画に組み入れ、大蔵大臣の承認を受けること。 

2.4. 省のアウトプットベース年間活動計画を作成し、大臣の承認を受け、遵守させること。 

2.5. 省の年間計画に特定の調査、モニタリング、評価、分析、サービスなどの作業のため

の費用を組み入れ、契約に基づき実施をコントラクターに委託すること。 

      

 

3. この命令の発行により、“省の長期活動計画の承認について”の大蔵大臣の 2005 年 3 月

25 日の 71 号命令、“省の長期活動計画の更新について”の大蔵大臣の 2008 年 1 月 31 日の

43号決議を無効にする。   

 

 

        大臣                                                        Bayartsogt                                                  

 

 
 
大蔵省は、自己の業務活動の戦略及び組織・体制改革プログラムに於いて、大蔵大臣決議及び

政府決議案の作成・実施に向けた国家予算・財務戦略の企画策定、政策指針の提供・行政マネジ

メントの確保、政策実施の調整、政策実施に対してのモニタリング・評価、会計・監査・資産評

価、国庫によるサービス提供、内部統括、購入活動、財政協力、融資･援助・債務マネジメン

ト･調整の実施などのアスペクトを含む業務活動を行う。 
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内部監査・業績モニタリング局に関する条項 

 

 

 大蔵大臣 2009年 7月 22日の 177号命令 

 

 

 

1.1. 総則 

 

大蔵省は、自己の業務活動の戦略及び組織・体制改革プログラムに於いて、大蔵大臣決議及び

政府決議案の作成・実施に向けた国家予算・財務戦略の企画策定、政策指針の提供・行政マネジ

メントの確保、政策実施の調整、政策実施に対してのモニタリング・評価、会計・監査・資産評

価、国庫によるサービス提供、内部統括、購入活動、財政協力、融資･援助・債務マネジメント･

調整の実施などのアスペクトを含む業務を行う。 

 

 

3.4. 戦略目標及び達成される成果 

戦略目標 8 内部監査・モニタリン

グ・評価の質及び効果が

向上される。 

成果 26 

 

大蔵大臣の担当範囲の内部監査の法制

度が整備される。 

成果 27 

 

財政、予算資金のリスク評価の手法・規

則が導入される。 

成果 28 

 

内部モニタリング・評価の新しい手法が

導入される。. 

  成果 29 

 

 内部監査・モニタリング・評価の基準

が制定される。 

 

4. 大蔵省によるアウトプットのクラス（種類）、品目、その定義 

8.内部監査・モニタ

リング・評価 

 8.1.内部監査用の助言、調査、分析 600 

8.2. 財政、予算、現金の内部監査 1150 

8.3.法令、政策、プログラム、プロジェクト

などのモニタリング・評価 540 

8.4.省庁の業務活動に対するモニタリン

グ・評価 560 

                          アウトプットクラスの合計 4/2850 
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4.2. 大蔵省によるアウトプットのクラス、品目の範囲に於いて実施される作業・サービスの定義 

 

アウトプットクラス  8. 内部監査・モニタリング・評価                                            

定 義： 

このアウトプットクラスは Portfolio Ministerによる予算計画策定、支出、長期業務計画、アウ

トプットの一般クラスのコスト、商品・工事・サービスの購入状況、国庫の支払い･清算、現金取

引、財政、予算、投資などに対する内部監査実施、法人･個人による情報・苦情の検査、中央省庁

及び地方の Portfolio Minister、General Budget Manager県庁及び首都ガバナー事務局の財務・国庫

部署に対する内部監査用の助言提供、財務･経済分野関連の協定、法令、政策、プログラム、プロ

ジェクト及び業務活動計画の実施状況、省庁の General Budget Managerパフォーマンス契約の実

施状況、Portfolio Ministerによるアウトプット供給（delivery）総合報告書などのモニタリング・

結果評価の実施、公的機関に対する専門･技術的アドバイス（指導）・サポートの提供、公衆に対

する内部監査についての情報提供・公表などの業務を含む。このアウトプットクラスに於いて、4

品目を供給するには 2850マン/デイが必要。 

 

アウトプット 8.1. 内部監査によるアドバイス、調査、分析 

定 義：  

このアウトプットは、内部監査基準、法令、決議、規則、手法、マニュアル、助言などの案の

作成及び承認確保、その改定･レビュー、中央及び地方の Portfolio Ministerの予算バッチ及び公的

機関の予算計画、経理、報告、管理業務の状況の調査・分析及び結論提供、内部監査活動に対し

ての専門的・技術的支援･サポートの提供、公衆に対しての（内部監査業務に関する）広報・宣伝

の実施、情報提供・公表などの業務を含む。 

 

 

基  準 
達成される

レベル 

数量：  

達成される

レベルは業

務計画、パフ

ォーマンス

契約により

設定される。 

 

- 中央省庁及び地方の Portfolio Ministerの予算バッチ、公的機関の予算の計画、

経理 、報告、管理状況に対して調査･分析を行い、結論をまとめ、助言を作

成する。  

- 中央県庁及び地方の Portfolio Minister のバッチ及び公的機関の内部監査のプ

ログラム策定、プロジェクト策定及びその承認獲得、実施への取り組み。 

 

- 中央省庁の内部監査基準案の策定及びその承認の獲得、改訂作業への取り組

み。 

- 財務、予算、国庫の現金のリスク予防対策としての調査･分析の実施、助言作

成。 

 

- 中央県庁及び地方の Portfolio Minister、県庁及び首都ガバナー事務局の財務･

国庫部署の内部監査用の法制度の整備に向けた法令、決議などの案の作成、

審議及び承認の獲得、その実施確保に向けた取り組み。 
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- 国庫の支払い･清算状況・現金取引の内部監査、公共予算投資及びモンゴル国

発展基金の内部監査、外国の融資･援助の内部監査、公的機関の内部監査など

の手法、マニュアル、助言、規則案などの作成及びその審議･承認への取り組

み。 

 

 

- 中央県庁及び地方の Portfolio Minister 及び公的機関の内部監査ユニットに対

する専門的･技術的助言・サポートの提供。 

 

 

- 中央県庁及び地方の Portfolio Minister 及び公的機関の財務担当職員に対する

内部監査関連研修・セミナーの実施、必要なアドバイス・サポートの提供へ

の取り組み。  

 

 

- 内部監査関連法令の宣伝･説明の実施、マニュアル、パンフレットなどの印刷

への取り組み。 

 

品質：  

- 内部監査用のアドバイス、調査、分析は、モンゴル国の検査・監査関連法令

の基準･規定に答えること。  

 

 

- 内部監査の結論・助言の透明性、公開性、現実性が確保されること。  

期間： 

大蔵省のアウトプットベースによる活動計画に従い、月間、四半期のスケジュ

ールで実施される。 

 

マン/デイ 600 

直 費  13,791,600tug 

 

アウトプット 8.2.財務、予算、現金（資金）の内部監査 

定 義： 

このアウトプットは、Portfolio Minister の予算バッチの計画・支出及び長期活動計画、アウト

プットの一般クラスのコスト、商品･工事･サービスの購入状況、国庫資金及び財務、予算、投資、

融資、援助、国債の支払い･清算状況などに対しての内部監査の実施、法人及び個人による情報･

苦情（コンプライアンス）の監査、内部監査の結果報告、公衆に対する広報・公表などの作業を

含む。 
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基  準 
達成される成

果（レベル） 

数 量  

達成されるレ

ベルは業務計

画、パフォー

マンス契約に

より設定され

る。 

  

- Portfolio Minister の予算バッチの計画、支出、長期活動計画、アウトプット

の一般クラスのコストの傾向に対しての内部監査の実施、助言作成、結果報

告への取り組み 

 

- 国庫関連支払い･清算、現金取引に対しての内部監査の実施、助言作成、結

果報告への取り組み 

 

- 国家予算投資、モンゴル国発展基金の資金の使い方に対しての内部監査の実

施、助言作成、結果報告への取り組み 

 

- 外国融資及び国内融資の使い方、返済状況に対しての内部監査実施、その効

率向上に向けた助言･アドバイス作成 

 

- 公的機関に於ける資金の使い方に対する内部監査実施、助言作成、結果報告  

- Portfolio Ministerによる商品･工事・サービス購入状況に対する内部監査の実

施、助言作成、結果報告 

 

- 大蔵大臣担当範囲の財務･経済分野に於ける営利活動のライセンス（特権）

発行状況に対する内部監査実施、助言作成、結果報告 

 

 

- 省の幹部の支持・方針方針より、その他の財務活動に対する内部監査を実施

し、助言作成・結果報告する。 

 

  

- 法人及び個人による国家予算投資・財務関連の情報･苦情（コンプライアン

ス）の監査への取り組み、助言･アドバイス作成、結果報告 

 

 

- Portfolio Minister及び Budget General Managerに対する内部監査助言・サポー

トの提供 

 

- 県庁及び首都ガバナー事務局の財務･国庫ユニット及び公的機関に対する内

部監査助言･サポートの提供への取り組み 

 

 

- 内部監査の評価結論・助言・報告書作成用の手法・マニュアルの作成、その

結果報告・説明への取り組み 

 

 

- 公衆に対する内部監査業務についての広報・説明への取り組み 
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品 質：    

- 内部監査活動は、国家検査及びオーディション関連法令及び規則の基準・規

定に整合すること。 

 

 

- 内部監査の評価結論・助言は正当・現実的であること。  

期 間：     

大蔵省のアウトプットベース年間活動計画に従い、月間、四半期のスケジュー

ルにて実施される。 

 

マン/デイ 1150 

直 費 26,433,900 tug 

 

製品  8.3.  法令、政策、プログラム、プロジェクトに対するモニタリング･評価                      

定 義： 

このアウトプットは、大蔵大臣担当範囲の国際協定・法令・政府実行プログラム、モンゴル国

社会･経済発展の基本方針など政策ペーパー、外国融資･援助によるプログラム･プロジェクトの実

施状況に対するモニタリング･評価の実施、結果報告、基準を満たすための助言･決議案の作成、

公衆に対する情報提供などの活動を含む。 

 

基  準 
達成する成果

（レベル） 

数 量：  

達成されるレ

ベルは業務計

画、パフォー

マンス契約に

より設定され

る。 

 

 

- 国際金融基金、世銀、アジア開発銀行など国際金融機関、ドナー諸国との協

定･アグリーメント及びその他の政策ペーパーなどの実施状況に対するモニ

タリング･評価の実施、結果報告への取り組み 

 

- 大蔵大臣担当範囲にかかる財務・予算・税務・関税・投資・融資・援助・購

入活動・会計・資産評価などの分野に於ける国際協定の実施状況に対するモ

ニタリング･評価の実施、結果報告 

- モンゴル国政府の政府実行プログラム及びその活動計画に取り上げられた

大蔵大臣の担当範囲の目標・対策の実施状況の報告書の作成、そのモニタリ

ング･評価の実施、結果報告 

 

- モンゴル国の社会･経済発展の年間基本方針に取り上げられた大蔵大臣の担

当範囲の目標・対策の結果報告書の作成、そのモニタリング･評価の実施、

結果報告 
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- Millennium Development Goalによるナショナル発展総合政策の実施に対する

モニタリング･評価の実施、結果報告 

 

- 大蔵大臣の担当範囲にかかる議会の決議、モンゴル国大統領命令、国家安全

委員会（National Security Committee）の助言、閣議決議などに対するモニタ

リング･評価の実施、結果報告 

 

  

- 外国の融資･援助によるプログラム･プロジェクトの実施状況に対するモニ

タリング･評価の実施、結果報告   

 

 

- モンゴル国議会及び閣議により可決された政策ペーパー、プログラム及びプ

ロジェクトドキュメントに取り上げられた大蔵大臣の担当範囲の目標・対策

の実施状況に対するモニタリング・評価の実施、結果報告 

 

 

- モニタリング・評価の報告書・データーの公表への取り組み  

品 質：    

- モニタリング･評価が法令･規則の基準・規定に答えること。 

- モニタリング・評価の結果が公表されていること。 

 

 

  

期 間：     

大蔵省のアウトプットベース年間活動計画に従い、月間、四半期のスケジュー

ルにて実施されること。 

 

マン/デイ 540 

直 費 12,412,440 tug 

 

アウトプット  8.4.  省庁の活動に対するモニタリング･評価   

定 義： 

このアウトプットは、Portfolio Minister によるアウトプット総合報告書、省の内外組織による

アウトプット確保計画及びパフォーマンス契約の実施状況に対するモニタリング･評価の実施、そ

の結果報告、助言作成及びこの関連の幹部決議案の作成、専門･技術的アドバイス・サポートの提

供などを含む。 
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基  準 
達成する成果

（レベル） 

数 量：  

達成されるレ

ベルは業務計

画、パフォー

マンス契約に

より設定され

る。 

 

 

- Portfolio Minister によるアウトプット供給報告書に対するモニタリング・評

価の実施、助言･アドバイスの作成、結果報告 

 

- 大蔵大臣（Portfolio Minister）と管轄庁の長官との間で締結されたアウトプッ

ト契約及びパフォーマンス契約の実施状況に対するモニタリング･評価の実

施、助言作成、結果報告 

- 省の事務次官（General Budget Manager）と省の局長クラスの管理職との間で

締結されたパフォーマンス契約に対して、アウトプットの数量及び品質に関

するモニタリング･評価を実施し、助言を作成し、、結果報告する。 

 

 

- 省の年始報告書に対するモニタリング・評価の実施、助言作成、結果報告  

- 省のアウトプットベース活動の報告状況に対するモニタリング・評価の実

施、結果報告 

 

 

- 省の月間及び年間計画の実施状況に対するモニタリング・評価の実施、結果

の公表 

 

 

- 省の諸部署の業務活動に対する半年及び年間モニタリング・評価の実施、結

果報告、関連決議案の作成 

 

 

- 省の内部モニタリング･評価業務のスタンダード、手法・マニュアル・助言

の作成、その承認の確保、改定に向けた取り組み 

 

 

- モニタリング・評価の報告書・データーの公表・広報への取り組み 

 

 

- 省の職員に対する適切なモニタリング･評価の手法･知識提供のトレーニン

グ・セミナー・協議会の実施 

 

 

- 省内の業務活動状況・結果報告体制の改善、効率向上及び能力の完全な使用

への支援 

 

品 質：   

- モニタリング･評価のマニュアル・規則の基準に答えること。  

- モニタリング･評価の結果が公表されていること。  
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期 間：    

大蔵省のアウトプットベース年間活動計画に従い、月間、四半期のスケジュー

ルにて実施されること。 

 

マン/デイ   560 

直 費  12,872,160 tug 
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承
認
：
事
務
次
官

  D
.B

at
tu

r 
  

大
蔵
省
内
部
監
査
･
業
績
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
局
に
よ
る

20
11
年
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
ベ
ー
ス
業
務
活
動
計
画

 
   

№
 
業
務
活
動
内
容

 
数
量

 
マ
ン

/
デ
イ

 
期
間

 
実
施
者
及
び
ス
ー
パ
ー
バ

イ
ザ
ー

 
総
括
監
理
者

 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
ク
ラ
ス

 8
. 内
部
監
査
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
･
評
価

 
14

9
 

28
50

 
 

 
 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
作
品
）

 8
.1

. 内
部
監
査
助
言
、
調
査
、
結
果

 
9 

60
0

 
 

 
 

1.
  
モ
ン
ゴ
ル
国
議
会
に
於
け
る
国
家
予
算
法
案
の
審
議
に
当
た
り
、
予
算
の
内
部
監
査
･

内
部
統
制
に
関
す
る
説
明
･紹
介
資
料
を
作
成
・
提
出
す
る
。

 
1 

30
 

前
半

 

J.
U

kh
er

ta
r 

 
B

.N
an

za
dd

or
j 

Z
.B

ay
an

m
un

kh
 

B
.G

er
el

m
aa

 

2.
  
政
府
の
財
務
内
部
監
査
の
政
策
･
方
針
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
案
を
策
定
す
る
た
め
の
調
査

を
実
施
し
、
説
明
･発
表
資
料
を
作
成
す
る
。

  
1 

18
0 

年
間

 

D
.O

yu
n 

 J
.U

kh
er

ta
r 

 
Z

.B
ay

an
m

un
kh

   

B
.G

er
el

m
aa

 

3.
  
公
的
分
野
の
内
部
監
査
基
準
案
の
作
成
作
業

 

1 
90

 
年
間

 

J.
U

kh
er

ta
r 

 
B

.N
an

za
dd

or
j 

A
.A

lta
nc

hi
m

eg
 

H
.D

el
g

er
m

aa
 

B
.G

er
el

m
aa

 

4.
  
内
部
監
査
の
規
則
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
手
法
（
手
順
）
の
改
善
に
向
け
た
作
業
の
実
施

  
1 

90
 

年
間

 

J.
U

kh
er

ta
r 

 
B

.N
an

za
dd

or
j 

そ
の
他
専
門
家

 

B
.G

er
el

m
aa

 

5.
  

中
央
県
庁
及
び
地
方
予
算
の

P
or

tf
ol

io
 M

in
is

te
r及
び
公
的
機
関
に
対
し
て
の
内
部
監

査
関
連
研
修
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
実
施
、
助
言
提
供

  

3 
60

 
年
間

 

J.
U

kh
er

ta
r 

 
B

.N
an

za
dd

or
j 

A
.A

lta
nc

hi
m

eg
 

H
.D

el
g

er
m

aa
  

B
.G

er
el

m
aa

 

6.
  
省
の
各
局
の
リ
ス
ク
の
程
度
を
測
定
･
評
価
し
、
助
言
を
提
供
す
る
。

 

1 
90

 
年
間

 

A
.A

lta
nc

hi
m

eg
 

H
.D

el
g

er
m

aa
  

B
.E

rd
en

e 

B
.G

er
el

m
aa

 

7.
  
様
々
な
分
野
に
於
け
る
世
銀
の
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
大
蔵
省
の
内
部
監

査
を
強
化
し
、
内
部
監
査
の
能
力
向
上
に
向
け
た
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
の
実
施
を
サ
ポ
ー

ト
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
に
協
力
す
る
。

 
1 

60
 

年
間

 
Z

.B
ay

an
m

un
kh

  
B

.E
rd

en
e 

B
.G

er
el

m
aa

 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

 8
.2

.財
務
、
予
算
、
現
金
の
内
部
監
査

 
43

 
11

50
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8.
  
内
部
監
査
委
員
会
の

20
10
年
の
業
務
計
画
の
承
認
の
確
保
、
上
記
計
画
を
審
議
す
る

会
議
の
実
施
、
決
議
の
有
効
化
の
確
保
、
内
部
監
査
委
員
会
の
業
務
状
況
の
報
告

 
8 

50
 

第
1
四

半
期

 (
年

間
) 

A
.A

lta
nc

hi
m

eg
 

B
.G

er
el

m
aa

 

9.
  
モ
ン
ゴ
ル
国
の

20
10
年
の
予
算
の
事
前
執
行
状
況
の
分
析
、
コ
メ
ン
ト
・
助
言
の
作

成
及
び
幹
部
へ
の
結
果
報
告

 
1 

20
 

第
1
四

半
期

 
B

.N
an

za
dd

or
j 

H
.D

el
g

er
m

aa
 

B
.G

er
el

m
aa

 

10
.  

大
蔵
大
臣
担
当
範
囲
の
財
務
･
経
済
分
野
に
於
け
る
営
利
活
動
の
ラ
イ
セ
ン
ス
（
関
税

仲
介
人
、
関
税
倉
庫
な
ど
）
の
発
行
状
況
に
対
す
る
内
部
監
査
に
よ
る
助
言
の
実
施
状

況
の
評
価
、
結
果
報
告

 
 

1 
20

 
第

1
四

半
期

 
D

.O
yu

n,
 B

.E
rd

en
e 

B
.G

er
el

m
aa

 

11
.  

20
11
年
の
国
家
予
算
の
四
半
期
ご
と
の
収
入
・
支
出
状
況
に
対
し
て
の
分
析
、
コ
メ

ン
ト
･
助
言
作
成
、
幹
部
へ
の
結
果
報
告

 

3 
90

 
四
半
期

ご
と

 

J.
U

kh
er

ta
r 

 
B

.N
an

za
dd

or
j 

A
.A

lta
nc

hi
m

eg
 

H
.D

el
g

er
m

aa
  

E
.U

ur
ts

ai
h 

B
.G

er
el

m
aa

 

12
.  
内
部
監
査
委
員
会
の
会
議
に
よ
る
内
部
監
査
用
の
助
言
の
実
施
状
況
を
四
半
期
ご
と
に

確
認
し
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
い
、
内
部
監
査
委
員
会
の
会
議
に
報
告
す
る
。

 
4 

40
 

四
半
期

ご
と

 
A

.A
lta

nc
hi

m
eg

 
そ
の
他
専
門
家

 
B

.G
er

el
m

aa
 

13
.  
大
蔵
大
臣
の

20
10
年
の
予
算
バ
ッ
チ
の
執
行
状
況
に
対
し
て
の
内
部
監
査
を
実
施

し
、
関
連
コ
メ
ン
ト
・
助
言
を
作
成
し
、
幹
部
に
報
告
す
る
。

 
1 

30
 

前
半
年

 

D
.O

yu
n,

  
U

ra
nb

ai
g

al
i, 

H
.D

el
g

er
m

aa
 

B
.G

er
el

m
aa

 

14
.  

政
府
特
別
基
金
に
対
し
て
の
部
分
的
内
部
監
査
の
実
施
し
、
そ
の
報
告
書
及
び
助
言
を

幹
部
に
提
出
･
報
告
す
る
。
上
記
内
部
監
査
の
結
果
を
内
部
監
査
委
員
会
の
会
議
に
て

審
議
し
、
適
切
な
決
議
を
確
保
し
、
そ
の
実
施
に
対
し
て
監
理
を
行
う
。

 
 

1 
30

 
後
半
年

 
J.

U
kh

er
ta

r 
 

そ
の
他
専
門
家

 

B
.G

er
el

m
aa

 

15
.  
関
連
省
庁
と
共
同
で
国
家
予
算
投
資
の
実
施
状
況
に
対
し
て
内
部
監
査
を
行
い
、
助
言

を
作
成
し
、
結
果
を
内
部
監
査
委
員
会
の
会
議
に
て
審
議
し
、
適
切
な
決
議
を
確
保
す

る
。
そ
の
決
議
の
実
施
に
対
し
て
の
監
理
を
行
う
。

 
2 

30
 

第
3
四

半
期

 

J.
U

kh
er

ta
r 

 
B

.N
an

za
dd

or
j 

 

B
.G

er
el

m
aa

 

16
.  

モ
ン
ゴ
ル
国
の
国
庫
に
よ
る
支
出
、
現
金
取
引
、
国
債
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
対
し
て
の

内
部
監
査
実
施
、
内
部
監
査
委
員
会
の
会
議
に
於
け
る
助
言
･
報
告
書
の
審
議
、
適
切

な
決
議
の
確
保
、
そ
の
実
施
に
対
す
る
監
理
。

 
 

3 
30

0 
年
間

 

J.
U

kh
er

ta
r 

 
Z

.B
ay

an
m

un
kh

 
A

.A
lta

nc
hi

m
eg

 
H

.D
el

g
er

m
aa

  
E

.U
ur

ts
ai

h 

B
.G

er
el

m
aa

 

17
.  

認
定
さ
れ
た
（
承
認
さ
れ
た
）
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
よ
り
県
な
ど
地
方
予
算
の
計
画
策

定
・
執
行
状
況
、
国
庫
の
資
金
、
清
算
・
支
払
い
状
況
に
対
し
て
内
部
監
査
を
実
施

し
、
そ
の
報
告
書
及
び
助
言
を
幹
部
に
提
出
･
報
告
す
る
。
結
果
を
内
部
監
査
委
員
会

の
会
議
で
審
議
し
、
適
切
な
決
議
を
確
保
す
る
。
決
議
の
実
施
に
対
す
る
監
理
実
施
を

行
う
。

  
4 

29
0 

年
間

 

D
.O

yu
n 

, 
B

.N
an

za
dd

or
j  

 
J.

U
kh

er
ta

r 
 

そ
の
他
専
門
家

 

B
.G

er
el

m
aa
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18
.  

外
国
で
滞
在
す
る
モ
ン
ゴ
ル
国
の
大
使
館
及
び
総
領
事
な
ど
の
財
務
に
対
し
て
の
内
部

監
査
を
実
施
し
、
報
告
書
･
助
言
を
幹
部
に
提
出
・
報
告
す
る
。
そ
の
結
果
を
内
部
監

査
委
員
会
の
会
議
で
審
議
し
、
適
切
な
決
議
を
確
保
す
る
。
そ
の
実
施
に
対
し
て
監
理

を
行
う
。

 
10

 
12

0 
年
間

 

D
.O

yu
n 

, 
B

.N
an

za
dd

or
j  

 
そ
の
他
専
門
家

 

B
.G

er
el

m
aa

 

19
.  
国
債
（
政
府
発
行
）
の
市
場
で
の
販
売
戦
略
･
計
画
の
実
施
状
況
及
び
関
連
法
令
の
履

行
状
況
に
対
し
て
の
内
部
監
査
実
施
、
幹
部
へ
の
結
果
報
告

 
1 

40
 

年
間

 

D
.O

yu
n 

A
.A

lta
nc

hi
m

eg
 

H
.D

el
g

er
m

aa
 

B
.G

er
el

m
aa

 

20
.  

大
蔵
大
臣
の

20
08
年
の

16
0
号
命
令
に
よ
り
認
定
さ
れ
た
政
府
財
務
情
報
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
統
合
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
使
用
規
則
、
事
務
次
官
の

20
09
年
の

24
8
号
命
令
に
よ

り
認
定
さ
れ
た
大
蔵
省
情
報
安
全
ル
ー
ル
、
事
務
次
官
の

20
09
年
の

30
0
号
命
令
に

よ
り
認
定
さ
れ
た
大
蔵
省
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
規
則
の
遵
守
状
況
を
検
査
し
、
結
論
を
出

す
。

 
1 

30
 

年
間

 
E

.U
ur

ts
ai

h 
 

B
.G

er
el

m
aa

 

21
.  
省
の
幹
部
の
許
可
（
決
議
）
に
よ
り
、
法
人
及
び
個
人
か
ら
上
が
っ
て
き
た
国
家
予

算
、
投
資
、
財
務
な
ど
に
関
す
る
情
報
･苦
情
を
監
査
し
、
結
果
を
報
告
す
る
。

 
1 

20
 

年
間

 
B

.N
an

za
dd

or
j  

 
そ
の
他
専
門
家

 
B

.G
er

el
m

aa
 

22
.  

外
部
監
査
及
び
そ
の
他
監
査
機
関
に
よ
る
大
蔵
大
臣
担
当
範
囲
の
業
務
の
監
査
・
検
査

の
結
果
書
類
を
関
連
監
査
機
関
か
ら
受
け
取
り
、
監
査
報
告
書
、
結
論
、
助
言
の
実
施

に
対
し
て
監
理
を
行
い
、
実
施
状
況
を
報
告
す
る
。
内
部
監
査
委
員
会
の
会
議
に
報
告

書
を
提
出
す
る
。

 
 

2 
40

 
年
間

 

 A
.A

lta
nc

hi
m

eg
 

H
.D

el
g

er
m

aa
  

E
.U

ur
ts

ai
h 

B
.G

er
el

m
aa

 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

8.
3.

 法
令
、
政
策
・
方
針
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価

  
24

 
54

0
 

 
 

 

23
.  

モ
ン
ゴ
ル
国
議
会
の
決
議
、
大
統
領
命
令
、
国
家
安
全
委
員
会
の
助
言
、
政
府
の
決
議

な
ど
に
於
け
る
内
部
監
査
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
に
関
す
る
事
項
の
実
施
状
況
を
確

認
し
、
関
連
機
関
に
結
果
報
告
書
を
提
出
す
る
。

 
 

4 
20

 
四
半
期

ご
と

 

D
.E

rd
en

e 
B

.U
ra

nb
ai

g
al

, 
E

.U
ur

ts
ai

h 

B
.G

er
el

m
aa

 

24
.  

ミ
レ
ニ
ア
ム

D
ev

el
op

m
en

t 
G

oa
l 
に
よ
る
モ
ン
ゴ
ル
国
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
発
展
統
合
政

策
に
於
い
て
、
大
蔵
大
臣
の
担
当
範
囲
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
た
目
標
、
対
策
の
実
施

状
況
に
対
し
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
を
行
い
、
結
果
を

N
at

io
na

l 
 D

ev
el

op
m

en
t 

In
no

va
tio

n 
C

om
m

itt
ee

 に
報
告
す
る
。
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25
.  
政
府
実
行
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
活
動
計
画
に
於
け
る
大
蔵
大
臣
の
担
当
範
囲
の
目
標
、
対
策

の
実
施
状
況
の
報
告
書
を

20
11
年
始
及
び

20
11
年
末
現
在
で
作
成
し
、
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
・
評
価
を
行
い
、
結
果
を
省
の
幹
部
に
報
告
し
、
政
府
事
務
局
に
提
出
す
る
。
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半
年
ご
と
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B
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26
.  
大
蔵
大
臣
の
担
当
す
る
外
国
の
融
資
・
援
助
に
よ
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

実
施
状
況
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
し
、
結
果
を
省
の
幹
部
に
報
告
す
る
。
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H

,D
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g
er

m
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27
.  
モ
ン
ゴ
ル
国
の

20
11
年
の
経
済
・
社
会
発
展
の
基
本
方
針
に
於
い
て
大
蔵
大
臣
の
担

当
範
囲
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
た
目
標
・
対
策
の
実
施
に
対
し
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評

価
を
行
い
、
結
果
を
省
の
幹
部
に
報
告
し
、
政
府
事
務
局
に
報
告
書
を
提
出
す
る
。
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ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

8.
4.

 省
庁
の
業
務
活
動
に
対
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
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.  
大
蔵
大
臣

 (
P

or
tf

ol
io

 M
in

is
te

r)
と
締
結
さ
れ
た
省
の
ゼ
ネ
ラ
ル
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
契
約
の
実
施
状
況
に
対
し
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
を
行
い
、
そ
の
結

果
承
認
を
確
保
す
る
。
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29
.  
省
の
各
局
に
よ
る

20
11
年
の
業
務
活
動
計
画
案
を
確
認
す
る
。
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1
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B
.G
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el

m
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30
.  
省
内
の
諸
部
署
の

20
11
年
の
月
間
計
画
の
実
施
状
況
に
対
し
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評

価
を
行
い
、
結
果
を
報
告
・
公
表
す
る
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31
.  
内
部
監
査
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
作
業
に
関
す
る
情
報
を
マ
ス
コ
ミ
及
び
省
の
ウ
ェ

ッ
ブ
サ
イ
ト
を
通
じ
て
定
期
的
に
公
表
す
る
。

 
6 

20
 

毎
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32
.  

20
10
年
に
於
け
る
大
蔵
省
の
業
務
活
動
の
年
末
報
告
書
に
対
し
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・

評
価
を
行
い
、
評
価
報
告
書
を
政
府
事
務
局
に
提
出
す
る
。
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33
.  

大
蔵
大
臣
（

P
or

tf
ol

io
 M

in
is

te
r）
と
管
轄
諸
庁
の
長
官
と
の
間
で

20
10
年
に
締
結

さ
れ
た
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
供
給
契
約
及
び
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
契
約
の
実
施
状
況
に
対
し
て

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
を
行
い
、
そ
の
結
果
の
承
認
確
保
に
向
け
た
対
策
を
と
る
。
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34
.  
省
の
各
局
の
間
で
財
務
・
経
済
分
野
設
立

10
0
周
年
に
向
け
た
業
務
コ
ン
テ
ス
ト
を
行

い
、
結
果
を
評
価
す
る
。
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35
.  
内
部
監
査
・
業
績
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
局
の
情
報
内
部
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
造
の
改
善
、
透

明
性
の
向
上
に
向
け
た
作
業
。
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36
.  
省
内
の
各
部
署
の
活
動
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
し
、
結
果
評
価
規
則
の
改
訂
の
必
要
性
の
調

査
を
行
い
、
解
決
す
る
。
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37
.  
内
部
監
査
・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
関
連
で

20
11
年
に
実
施
さ
れ
た
業
務
の
報
告
書

及
び
関
連
書
類
を
整
理
・
編
成
し
、
書
類
保
管
所
に
引
き
渡
す
。
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前
半
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38
.  
省
内
の
各
部
署
の

20
11
年
の
業
務
活
動
状
況
（
半
年
及
び
年
間
）
を
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
・
評
価
し
、
結
果
を
ま
と
め
、
省
の
幹
部
に
報
告
し
、
必
要
な
決
議
を
確
保
す
る
。
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39
.  

省
の
事
務
次
官
（

B
ud

g
et

 G
en

er
al

 m
an

ag
er

-予
算
総
支
配
人
）
と
各
局
長
の
間
で

締
結
さ
れ
た

20
11
年
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
契
約
の
実
施
状
況
に
対
し
て
、
ア
ウ
ト
プ

ッ
ト
（
作
品
）
の
数
量
及
び
質
に
（
前
半
及
び
後
半
ご
と
に
）
関
す
る
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
・
評
価
を
行
い
、
結
果
を
ま
と
め
る
。
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40
.  
大
蔵
大
臣
の
管
轄
の
諸
庁
に
よ
り
提
出
さ
れ
た
業
務
報
告
書
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行

い
、
結
果
を
評
価
し
、
省
の
幹
部
に
報
告
す
る
。
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41
.  
内
部
監
査
・
業
績
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
局
主
催
に
よ
る
研
修
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
計
画
及
び
同

局
が
参
加
す
る
研
修
・
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
計
画
を
作
成
し
、
承
認
を
確
保
す
る
。
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42
.  

省
内
の
各
部
署
の
業
務
活
動
の
内
部
監
査
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
評
価
に
使
わ
れ
て
い
る

 
“le

ad
er
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on

ito
rin

g”
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
ー
の
改
造
・
更
新
案
を
作
成
し
、
結
果
を
事
務

次
官
に
報
告
し
、
解
決
策
を
確
保
す
る
。
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43
.  
大
蔵
大
臣
及
び
事
務
次
官
の
命
令
・
決
議
に
よ
る
業
務
の
実
施
状
況
に
対
し
て
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
・
評
価
を
行
い
、
そ
の
結
果
報
告
書
・
助
言
を
幹
部
に
提
出
・
報
告
す
る
。
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44
.  

内
部
監
査
・
業
績
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
局
の
年
間
及
び
月
間
計
画
を
作
成
し
、
局
長
に
よ
る

確
認
後
、
事
務
次
官
の
承
認
を
獲
得
す
る
。
局
の
月
間
、
四
半
期
、
年
間
業
務
報
告
書

及
び
局
に
よ
る
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
供
給
の
半
年
計
画
、
年
間
計
画
を
作
成
し
、
そ
の
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
・
評
価
を
行
う
。
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45
.  

局
の
職
員
の
業
務
分
担
を
改
め
、
そ
の
承
認
を
獲
得
し
、
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
契
約
の
実

施
状
況
に
対
し
て
監
理
を
行
う
。
職
員
の
業
績
及
び
専
門
レ
ベ
ル
（
能
力
レ
ベ
ル
）
を

半
年
及
び
年
間
ご
と
に
評
価
し
、
こ
の
評
価
に
対
す
る
局
長
の
承
認
を
獲
得
し
、
結
果

を
局
の
諸
職
員
会
議
に
て
審
議
・
承
認
し
た
上
、
行
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
局
に
報
告
す

る
。
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 計
画
作
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The Detailed Design Survey for the Project for 
Capacity Building of Internal Auditing and Performance Monitoring in Mongolia 

面談記録 

日  時 2011年 9月 5日 12:00～13:00   

相手国機関 Fiscal Policy Dept., MOF（大蔵省 財政政策局） 

場  所 大蔵省 財政政策局  

出席者 モンゴル側 Mr. B. Nyamaa (Head of Expenditure Division, Fiscal Policy Dept., MOF)  

日本側 JICA: サイハナ、竹鶴、 コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Erdene（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 
【内部監査、IA-ME Dept.の活動について】 

  当局の活動に対しては、IA-ME Dept.が、モニタリングとして毎月のレビューを実施。 

  内部監査は、元々はリスクの大きい Treasury に関する内部監査を重点的に行うものと考えていたが、
予算計画のプログラムに対しても、内部監査は必要と考えている。 

  当局では、予算計画の際に Line Ministryから予算要求書類を受け取るが、内部監査（モニタリング）
の結果も含まれており、IA-ME Dept.ともその情報を共有している。当局では、月次の計画・実施状況
や改善計画などの実施状況もレビューし、参考にしている。 

  大蔵省での内部監査の指摘事項については、IA-ME Dept.から監査委員会、監査委員会から副大臣、大
臣へと報告されて、そこから各部への指示等が出される。 

  当局の業務に関連する指摘事項であっても、法・規則等の改正が必要なものは現実的には対応が困難
である。また大蔵省外に及ぶ事項についても対応困難なものが多い。 

  現在の内部監査が抱える問題としては、人員不足がある。実地訓練による能力強化は有効ではないか。
また内部監査人には、予算サイドや執行サイドの業務経験があると有効であると考えている。 

  大蔵省の各局でリスク分析を実施、当局でもリスクの文書を作成し、IA-ME Dept.に提出した。当局の
業務は、担当者の欠員等のリスクが大きいと考えられ、その対策として担当者のローテーション等を
実施している。IT システムについてもリスクは認識しているが、現在の IA-ME Dept.の内部監査人で
は対応が困難と思われる。 

 

【内部監査に対する認識】 

  元々、1990年代前半に各省に設置されていた検査機能が、State Inspection Agency（SIA）として 2000
年代に統合された。新予算法案では、内部監査の機能として、再び分権化されるものと考えている。 

  流用や横領などの不正の発生も報告されているが、各省でのモニタリング機能が不十分であったため
に、早期の検出ができなかったと思われるため、各省の内部監査機能を充実させるニーズはある。 

  予算サイドの分野では、計画と実施の不整合などのリスクについて、内部監査による改善提案などを
期待している。 

  当局では、内部監査に対する認識はあり、内部監査人にも協力している。当局のすべてのスタッフの
予算計画策定にかかる意思決定の妥当性等を上位者がチェックすることは不可能であるため、サンプ
ルベースで詳細なチェックを行っているが、内部監査でもチェックがあれば有効であると考える。 

  内部監査には、検査や外部監査のような「事後的な」監査・検査ではなく、「予防的な」監査や、不正
等の予防策の提案などを期待したい。 

 

【プロジェクトのアプローチ】 

  内部監査人に専門家が同行して OJTを実施することについては、特に問題はない。 

  中央銀行での内部監査の方法等は参考になるかもしれないので、協力してもらうことも考えられるの
ではないか。 
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日  時 2011年 9月 5日 14:00～16:00 

相手国機関 Internal Auditing, Monitoring & Evaluation Dept., MOF（大蔵省内部監査・業績
評価モニタリング局） 

場  所 大蔵省 会議室（9F） 

出席者 モンゴル側 Ms. B. Gerelmaa (Director General), Mr. Bayanmunkh, Mr. Erdene 
(Internal Auditing, Monitoring and Evaluation Dept., MOF)  

日本側 JICA: サイハナ、竹鶴、 コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 通訳: ダワ氏 

協議内容 
【C/Pが本プロジェクトの成果として期待するところ】 

  内部監査能力の向上（大蔵省、省庁、地方も含めて） 

  各省庁、地方の内部監査体制の向上（大蔵省実施の内部監査を地方に展開するための支援） 

  法的整備の支援 

  内部監査中長期戦略の策定支援（地方の監査体制構築支援含む） 

  ガイドライン、ルール制定の支援（WBが法整備をやって、JICAはその実施・定着を支援するイメー
ジを C/Pは持っている） 

  IT監査技術の提供（国庫の ITシステムに IT監査を導入する必要がある） 

  外国融資、調達活動などについての、監査指導書（監査プログラム）の作成支援 

  内部監査の研修プログラムの作成支援（WBの作ったルールをインプリするための研修含む） 

  IPPF, RISK Management Standard の翻訳 

  機材の提供（コピー機、ノート PC、プリンター、プロジェクター等研修機材） 

  各 Portfolio Ministerでの内部監査機能の充実と人材育成（社会福祉労働省、教育省、軽産業食糧農牧省
の３省が候補） 

 

【CPの内部監査構築スキーム】 

  まずは大蔵省を固めてから各省庁、それから地方に展開したい。 

  予算の策定から配分に至るプロセスに対する内部監査から導入したい（予算執行に関しては、実証的
（事後的）な外部監査・検査を NAO、SIAが実施、内部監査では「予防的」な監査に重点を置きたい）。 

  予算策定担当者、承認者、出納担当等の共謀による横領事例があり、不正防止を範疇に入れた内部監
査をデザインする必要がある。 

  リスクベースによる内部監査の仕組みを構築して効率化を図りたい。 

 

【その他】 

  経済規模の拡大に伴い、また地方の権限が拡大しているところ、地方自治体の自律的な財政管理体制
の拡充が必要になり、内部監査の強化が必要になっている。従って、地方政府においても、内部監査
の専門家の配置、内部監査能力の強化が必要。 

  国際的な基準や実務に適合した内部監査の仕組みをモンゴルの公的機関にも導入したい。 

  日本のガバメントセクターの内部監査事例を生かしたい。 

  JICAとWBの関係については、双方の整合性を確保してプロジェクトを進めていきたい。 

  WBのプロジェクトでは、大蔵省内の体制整備やルールづくりを計画しており、JICAには、各省・地
方政府へのそれらのルール等の普及・定着を支援して頂きたい。 

  中長期的戦略（計画）では、各省・地方政府へいかに普及するかについての、法的環境や体制強化、
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専門家（内部監査人の意味）育成のための計画などを作成したいので、その支援をお願いしたい。 

  NAOの指摘においても、公的機関での内部統制の体制構築が指摘されていることから、内部監査の果
たす役割はあるものと思われる。 

（面談者注：ただし、内部監査と内部統制は、必ずしも明確に区別して認識されている訳ではない。） 

  NAO、SIAと内部監査との業務の重複は考えられるため、引き続き議論が必要。 

 

【プロジェクトのアプローチ】 

  省としても、また局としても、全面的にプロジェクトには協力する。 

  局としても、各省や地方政府に対する研修等についても、調整は責任をもって行う。 

 

【新予算法案について】 

  国会の通過はほぼ確実であると思われる。 

  新予算法案などの法律の動きに、今回のプロジェクトによる内部監査支援活動は左右されないので安
心してほしい。現行法で実施可能な活動である。 

 

【C/Pの想定する内部監査体制のイメージ】 

 

 

 

                       ・監査技術指導（研修カリキュラム等） 

                       ・ガイダンス（監査指導書等） 

      各省、自立的な監査を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大蔵省 
IA-ME 

内部監査部門 

 

農牧省 

内部監査部門 

 

厚生省 

内部監査部門 

 

文部省 

内部監査部門 

 
地方政府 

内部監査部門 

 
ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ市 
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日  時 2011年 9月 5日 16:00～17:00 

相手国機関 Accounting Policy Dept., MOF（大蔵省 会計政策局） 

場  所 大蔵省会議室（9F）  

出席者 モンゴル側 Mr. S. Myagmardash (Director, Accounting Policy Dept., MOF) 

日本側 JICA: サイハナ、 コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Erdene（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 
【内部監査、IA-ME Dept.について】 

  内部監査として監査を受けたことはない。国庫、財政に関する内部監査のみ実施されていると認識。 

  当局では、毎月のモニタリング・レポートを IA-ME Dept.に提出しレビューを受けているが、モニタリ
ング活動との位置づけである。 

  IA-ME Dept.は現政権下で設立されてまもないが、各省・地方での効果的な内部監査実施のためのスタ
ートポイントであり、新予算法案が承認され人材・体制・法的環境が整備されれば、有効な機関にな
ると期待している。 

  当局として内部監査が必要と思われる分野は、資産評価や会計監査にかかるライセンス供与手続きに
かかるコンプライアンス監査が考えられる。 

  各省・地方の内部監査実施部署が設置されたとしても、大蔵省の IA-ME Dept.は例えば許認可等に関連
した分野等、特別な監査を実施することが求められるのではないか。 

 

【プロジェクトのアプローチ】 

  本プロジェクトの活動は歓迎しているので、当局としても協力したいと考えている。 

  プロジェクトの専門家が OJT等で内部監査に入ったとしても、当局では特に問題はない。 

  当局は過去 20年程の間に、主な会計基準等の普及に努めてきた経験を有しており、内部監査に関する
基準等の普及や啓発にも、必要であればノウハウ等の提供を通して協力は可能である。 

  当局の会計基準策定等の経験として、各レベルで、すなわち、政治家や地方政府、政府高官から実務
者レベルで、新しい基準等の導入に消極的な人もいたが、理解してもらうための説明等の啓蒙活動は
重要であった。理解不足と思われる人達をターゲットとした研修等では、「百聞は一見に如かず」とモ
ンゴルでも言われるのだが、聞かせるだけではなく、見せる工夫が有効と考えている。 

  基準等の作成で、海外（英語）の基準等を採り入れる際は、通常、翻訳は外注する。外注で翻訳され
たものは、ワーキングループで、英・モンゴル語を対照してチェックするとともに、モンゴル語の学
者のチェック、対象分野の専門家による用語等のチェックを経て最終化、必要に応じてモンゴル語の
訳語の定義等も行う。これらの過程では、外部の専門家の力を借りて実施している。 

【民間監査法人】 

  民間の監査法人等では、声をかければ、実施したいという会社も多いと思われる。 

  本案件の場合では、民間の監査法人よりも、MonICPAやモンゴル IIAのような（内部）監査を専門と
した NGOの協力を得ることが、効果的ではないかと思われる。 

【WBの予定プロジェクト】 

  「会計管理の体制の改善」が目標であり多分野にわたる能力向上プロジェクトで、特に「監査」を目
的としたものではなく、内部監査もそのごく僅か一部。現在の内部監査のニーズに応えるには不十分
なため、JICAによる支援があれば、大きな効果を生むことができると期待している。 
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日  時 2011年 9月 6日 10:00～11:00 

相手国機関 Procurement Policy Department（大蔵省調達政策局） 

場  所 大蔵省 調達政策局 

出席者 モンゴル側 Mr. Khurelbaatar GANTSOGT (Director General, Procurement Policy 
Department, MOF) 

日本側 JICA: 竹鶴、サイハナ、 コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、 通訳：ダワ氏 

協議内容 

【内部監査の状況】 
  調達政策局では、IA-ME Dept.による内部監査（モニタリング）を月次、四半期ごと、半期ごとに受け
ており、半期ごとのパフォーマンス評価も行われている。評価の基準は時間（予定期間に対する進捗

状況）や資料の提出状況（作成した文書の内容の質）等である。 

  評価結果は、IA-ME Dept.によって評点づけされフィードバックされる。 
  政府のプログラムに沿って、NAO、SIAの監査・検査を受けている。 
  監査はポリシーに準拠しているかをみるコンプライアンス監査がメインに実施されている。 
  過去３回ほど内部監査に関連した研修を受け、今後、調達に関する内部監査についてのマニュアルを
作成したいと考えている。 

  当局は、政策やルールの立案がメインなため、実際の調達手続きには直接関連しないが、各省・地方
政府での調達手続きは、リスクの高いエリアと認識している。 

  今後は、調達分野も内部監査が必須の分野として、内部監査を実施すべき。 

  調達手続きそのものは、各省・地方政府では基本的に同じなので、監査手続きも同じと考えられるの
で、調達に対する内部監査のマニュアルを作成することは有効であると考えている。 
 

【NAO監査の指摘について】 

  NAOによる指摘事項として、調達に関する予算の立て方やデザインが脆弱である、調達手続きが規則
やガイドラインに沿っていない、といった指摘事例が多い。 

  調達の現場担当者からは、NAOの指摘事項は全体の事情を理解しないで指摘されるものもあり、また
法律を変えないと対応できないような現場側での改善が困難なもののように、調達の責任の範囲でな

いものまで指摘されていると感じられることもあるとの声がある。ただし、基本的には、NAOの指摘
は、指摘の相手先も指定していることから、対応できないような指摘がなされることは、あまりない

と認識している。 
  当局としては、対応できる範囲では指摘事項にも対応しており、改善策の作成や、調達担当者への研
修等を実施した。 

 

【内部監査への期待】 
  内部監査は時間をとられるという面と、業務を監督されて品質の向上につながるという二面性がある。 
  不正は特に関心の高い事項である。不正事例は多く経験しており対策が急がれる。 
  Anti-Corruption Agency, Criminal Policeの調査（ドキュメントのチェック）を受けたことがある。内部
監査は、常時モニタリングの機能として、調達に関する不正防止にも働くようになるといいと思う。 
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日  時 2011年 9月 6日 12:00～14:00 

相手国機関 Treasury Department, MOF（大蔵省国庫局）、 
Information Technology Division, MOF（IT課）、 
Public Administration and Management Dept., MOF（行政管理局） 

場  所 大蔵省 国庫局長 執務室 

出席者 モンゴル側 Mr. PUREVSUREN Khandsuren (Director General, Treasury Dept., MOF), 
Mr. DEMID Dovdon (Head, Information Technology Division, MOF),  
Mr. GANSUKH Ragchaa (Head of Administration Division of Public 
Administration and Management Dept., MOF) 

日本側 JICA: サイハナ、竹鶴  コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、  通訳：ダワ氏 

協議内容 

【内部監査に対する理解】 
  経済規模の拡大に伴って、国庫の取り扱う資金規模も大変大きなものになっている。こうした状況を
コントロールするために内部監査の導入が不可欠になっている。 

  IA-ME Dept.は大蔵省９局のなかで一番新しい部署。課題も多い。特に、人員は各部署から寄せ集めた

ような状態でもあり、人材の育成が必要。 
  NAO、SIAは実証的な監査を実施しているが、最近はプロセスについての監査を実施したいとのこと。 
  不正の予防統制として、地方における内部監査の実施が必要。SIA は地方の監査まで行き届いていな
いと思われる。 

  国庫活動におけるリスクは認識しており、担当者・職員に不正リスクが存在し、調査活動につながっ
た経緯がある。監査で指摘されたところを改善していくことで、リスクを減らすことができると理解

している。 
 

【IT監査について】 
  ITの概要：大蔵省で使用しているシステムは、6つのモジュールからなり、IT Divisionの 7名で運用
している。ネットワークで全国に 400 カ所のアクセスポイントを有しており、約 1,000 人のユーザが
いる。40台のサーバーで管理している。 

  2006年ごろシステムのリスクが議題となり、システム監査を NAOに依頼。NAOもノウハウがなかっ
たために、マレーシアの KPMGが来てシステム監査が実施された。 

  IT 人員を増やしたいが公務員の事情があり困難。現状のリソースで IT 監査を実施したい（GFMIS 導
入当初は、1つのシステムを 5名の担当者で管理していた。現在は、6つのシステムを 7名で管理して

いる状態。IT Divから IA-ME Dept.へ人を出すことは困難であり、IA-ME Dept.内で IT担当者も育成し
てほしい）。 

  重要なモジュールとしては、予算、及び、執行に関するデータが入力される GFMISと、Debt Management
のモジュール（独立したシステム）である。 

  どの分野やシステムに対して（IT）監査が必要かは、IA-ME Dept.が判断して内部監査を実施すればよ
いのではないか。 
 

【クライアントの内部監査への期待】 

  不正の予防を防ぐ予防統制の確立したい（過去におおきな不正事例あり）。 
  少人数でも機能する、効率的な内部監査の仕組みを確立してほしい。 
  内部監査は「イヤ」「面倒」というイメージをなくせるよう教育を行う必要がある。 
  できれば先進事例を学ぶべく職員を留学させたい。JICA負担で派遣してほしい。 

  コピー機、PC、研修機材の提供が望ましい。 
  予算策定プロセスだけでなく、調達プロセスの内部監査も必要ではないか。 
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日  時 2011年 9月 6日 14:30～16:00 

相手国機関 Internal Audit Committee （大蔵省 内部監査委員会） 

場  所 大蔵省会議室 （9F） 

出席者 モンゴル側 Internal Audit Committee メンバー：  
Ms. Gerelmaa （内部監査・業績評価モニタリング局長）、Ms. Ariunsanaa（国
庫局 会計報告・経理部長）、Ms. Bolormaa（会計局副局長） 
Internal Audit Committee事務局担当： Ms. Altanchimeg（内部監査・業績評
価モニタリング局） 

日本側 JICA： サイハナ、竹鶴、 コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr.Bayanmunkh（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【内部監査委員会の概要】 

  大蔵大臣命令 182号（2009年 7月 28日）、同 205号（2009年 9月 14日）に基づき、設立され活動。 
  現在のメンバー構成は、①事務次官（議長）、②IA-ME Dept.局長、③財政政策局長、④法務局長、⑤
国庫局 財務報告・経理部長、⑥会計局副局長、及び、事務局として IA-ME Dept.から担当者を配置。 

  主な役割は、205 号命令のとおり、リスクマネジメントの実施や、活動の実施状況に対する支援や助

言を行うことである。 
  会議では主に、①内部監査委員会の年間業務計画の策定、②内部監査報告書や助言書についての審議、
③内部監査委員会の活動報告、④IA-ME Dept.の活動支援・業務の評価などが取り扱われる。 
 

【活動内容】 
  2009年より合計で 10回ほど委員会を開催。2010年度は 5回、開催した。 
  事務局による議事録の作成や、委員会の議事進行等も、182号命令に基づいて実施している。 
  委員会での審議に基づき、他部署への助言を助言書として提供する場合もあれば、大蔵大臣や次官名
で、文書を発信することもある。 

  委員会では、内部監査指摘事項のフォローも実施。昨年度は、重複した内容も含むが、104 の指摘事
項に対する助言を提供した（地方に対しては 20、次官命令として 40、大蔵大臣命令として 18 件の助
言を提供。対応期限を設定して指導を行っている）。 

  助言したもののうち、85%程度が改善実施されている。改善の実施状況について、省と地方による対
応に差はない。 

  大蔵省については、委員会の助言は、省内各部署の活動に反映させている。 
  改善対応されないものとしては、段階的に、長期的に対応が必要なものや、法的環境の整備が必要な
ものなどがある。 

  大蔵省の次官や官房に対する統制機能としては、NAOや官房局の業績評価モニタリング局が担ってい
る（IA-ME Dept.としては実施していない）。 
 

【メンバー構成について】 
  メンバーは、個人ではなく、役職で固定している。また省内のメンバーから構成されるので、人事異
動があった場合でも、日程調整がしやすいこともあって、出席率は高い。 

  欠席者がいる場合でも、代理での出席や文書でコメントを提出するなどし、各メンバーは委員会の活
動にコミットしている。 

  法的にも、独立したメンバーを入れることは現状ではできない。 
  メンバー構成については、内部監査業務に関わるべきと判断された部署から成るメンバーを選定して
いる。調達政策局も重要な関連部署のため、メンバーに入れることも検討している。 
 

【監査委員会の普及】 
  各省・地方政府への普及に際しては、監査委員会のメンバー構成についても検討する余地はある。 
  内部監査機能が各省・地方政府に設置された場合、監査委員会のような組織も設置すべきと考えてい
る。 
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  今後、新予算法案が成立後に、IA-ME Dept.が作成する内部監査に関連した規則によって、それらも決
定されるだろう。 
 

【プロジェクトのアプローチ】 
  現状では、地方政府では、内部監査機能そのものがないが、諮問委員会などがあり、内部監査部署の
活動を監督することが考えられる。 

  各省においては、大臣の諮問委員会が内部監査報告書などを取りまとめると考えられるので、そこか
ら省内の各部署への指導が行われると考えられる。 

  したがって、各省・地方政府ともに、監査委員会がないことによって、内部監査の指摘事項の改善実
施に問題があるとは考えていない。 

  監査委員会の設置などの対応策も、パイロット省などから、段階的に実施していきたいと考えている。 
 

【啓発活動】 
  内部監査に関する、一定の情報提供は必要。 

  IA-ME Dept.では、いくつかの省の財政・予算担当者への研修を実施。新予算法成立後にも、研修やセ
ミナーを行うことになると考えている。 

  大蔵省内では、IA-ME Dept.が設立後、研修時に IA-ME Dept.の役割等の説明を行ったが、参加者から
は、内部統制を強化する必要からも、内部監査の充実は必要であるといった反応があった。 

  大蔵省では、省・地方政府に対する啓発としては、Portfolio Ministerに対して大蔵省の各局の業務説明
を行う機会があるので、その際に IA-ME Dept.の活動を説明している。 

  大蔵省で実施した内部監査に関する研修や説明は、IA-ME Dept.の職員が実施。 
 

【監査委員会メンバーへの啓蒙】 
  仮に監査委員会が各省・地方政府に設置される場合には、委員会メンバーに対する研修も重要と考え
ている。 

  大蔵省の場合、各メンバーは会計のバックグランドが基本的にあるため、内部監査に対する理解も比
較的あるものと考えられるが、他省の場合は、内部監査に関する研修の必要性は高いと考えられる。 

  IA-ME Dept.が、そのような研修についても、実施主体となるべきと考えられる。 
 

【メンバーとしての委員会の活動について】 

  会議への出席で、情報収集ができるメリットはある。 
  業務の繁忙期には負担が大きくなるが、委員会の活動を行ううえでの困難な点などはない。 
  予算審議等の業務の繁忙期は、メンバー全員が出席することが難しいこともあるが、審議すべき事項
は、必ず話し合っている。ただし、会議の開催が延期されることによって、例えば、地方で実施され

た内部監査に対する助言書の提出が遅くなることもある。 
 

【外部監査指摘事項のフォロー】 
  外部監査の助言に対しては、通常、大蔵大臣命令に基づき、改善実施計画が作成される。 

  計画の実施状況について、監査委員会でフォローしている。 
  内部監査も外部監査も、いずれも大蔵省内では同様に重要に取り扱われ、フォローされている。 
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日  時 2011年 9月 6日 17:00～18:00 

相手国機関 World Bank GAP, ECTAC & Multi-Sectoral TA Projects, 
Ministry of Finance(大蔵省世界銀行プロジェクト担当)  

場  所 大蔵省 WB担当者 執務室（6F） 

出席者 モンゴル側 Ms. Gonching OYUNGEREL (Project Manager) 

日本側 コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P） 

協議内容 

【内部監査に関連した実施予定のプロジェクト】 
  Multi-Sectoral TA Loanが、内部監査に関連する活動を含む。 
  プロジェクトは 2011年 3月に開始された。プロジェクト期間は 3年間。ローカルコンサルタントを調
達後、国際コンサルタントを調達予定だが、現時点でローカルの手配がつかず、本格的には稼働して

いない。 
  内部監査はそのなかの極めて一部。対象はMOFのみであり、省内の体制構築、ルール策定のための調
査や助言が主になると思われる。したがって、JICAのプロジェクトでは、策定されたルール等に基づ
いた、実施・定着のための技術協力をお願いしたい。 
 

【過去に実施した内部監査関連のプロジェクト】 
  2005~2006年に、ECTAC (Economic Capacity Building Technical Assistance) のサブコンポーネントで、内
部監査マニュアルが開発された。「公的部門内部監査ハンドブック」として作成され、各省にも配布さ

れた。作成は、UKのコンサルタント 1名とローカルコンサルタント 1名が担当したと記憶している 
（面談者注：内容はタンザニアで 2004年に Swedish International Development Cooperation Agencyの支援
によって作成された同国の「内部監査マニュアル」（英語）とほぼ同じものを、モンゴル語に翻訳した

ものと考えて差し支えない）。 

  当時は、内部監査については、内部監査人も担当部署もなかったことから、普及しなかった。 
 

【JICAプロジェクトへのコメント】 
  最近は、鉱山業へのコンサルタントの需要が旺盛なため、WB のプロジェクトでもコンサルタントを

調達するのは非常に困難であり、JICAプロジェクトでも同様の懸念があるのではないか。 
  WBの今般のプロジェクトで内部監査に関連する部分は極めて限定的であり、JICAの活動と重複する
ところは少ないのではないかと思われる。 

  WBとの活動の調整については、IA-ME Dept.の Gerelmaa局長が一義的な責任を担っていると考えてお

り、当方ではWBのプロジェクトでどの範囲を実施するかは、明確には答えられない。 
  政府機関では、人員の制約が大きく、どこも人員を増やす、といった対応は極めて困難。 
  政府への内部監査の仕組みも、広範囲に普及させるのは現実的ではなく、段階的に普及させるような
アプローチが有効と思われる。 

  どこも人員が極めて限られたなかで内部監査を実施する必要があるため、効果的・効率的に内部監査
が実施されるためには、内部監査人の能力強化は重要。また、データベースやソフトウェアなどの技

術を使って効率化することも検討してほしい。 
  プロジェクトを通じて、政府高官等に対して、内部監査人が有効な改善提案や良い助言ができるよう
な形で成果を出すことで、内部監査に対する認識を向上させることも重要。 
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日  時 2011年 9月 7日 12:00～14:00 

相手国機関 Ministry of Food, Agriculture and Light Industry （軽産業食糧農牧省） 

場  所 軽産業食糧農牧省 会議室 

出席者 モンゴル側 Mr. Gantulga, State Secretary, Ministry of Food, Agriculture and Light Industry
（軽産業食糧農牧省事務次官）  
Ms. Burmaa, Director of Information, Monitoring and Evaluation Dept.(情報モ
ニタリング局局長) 
Mr. B. Tsogbadrokh, Finance and Investment Dept.（財政・投資課課長） 

日本側 JICA: サイハナ、竹鶴、コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、 通訳：ダワ氏 

協議内容 

【事務次官の見解】 

  業務に対しては、政策方針にのっとってモニタリングを行っており、NAO や SIA の監査・検査も受
けている。十分やっていると思っている。 

  内部監査の導入が審議されていることは、（IA-ME Dept.の Bayanmunkh氏から今聞いて初めて）理解
した。NAO や SIA との活動範囲の調整が必要ではないか。内部監査の重要性も理解しているが、リ

ソースの問題もあり、今の時点では農牧省が自発的に内部監査を導入することは困難。必要な法的環

境が整備され、省内の内部監査の体制づくりについて考えたい。 
  農牧省では、農業支援基金、中小企業支援基金、家畜支援基金のそれぞれが既に NAO、SIAの監査・
検査の対象。更に内部監査も受けるのであれば、監査を受ける側も対応できない。それら基金につい

ては、情報モニタリング局も、それらの基金で行われたプロジェクトの経済性を評価する役割を果た

していることから、それぞれの機能が重複しないことが重要。 
  IA-ME Dept.が農牧省の重要性を認めて、訪問してくれた点については感謝している。 
  法律のいかんにかかわらず、内部監査を受け入れる準備があるか、という点には即答できない。情報
モニタリング局長、財政・投資課長が前向きにとらえるのであれば、受入れを検討したい。 
 

【情報モニタリング局長、財政・投資課長の見解】 
  財政・投資課には 1名の財務の内部監査の専門家が在籍しているが、内部監査としての活動の実績は

ない。 
  情報モニタリング局は、国家プロジェクトの経済性を評価する。外部の監査や大蔵省の国庫の監査も
受けているので、業務上のリスクはないものと理解している。 

  投資に対するプロジェクトの達成度や経済性を評価する手法の方が、必要とされていると思う。外国
の援助融資プロジェクトに対して資金の有効利用を計るコントロールが今はできていないと感ずる。

JICA がそうしたモニタリング・評価のノウハウを提供してくれるのであればわれわれには有益であ
る。 

  現在の人員では、法律施行前に内部監査を導入するのは困難。増員もできず、仕事のボリュームが多
く内部監査まで手が回らない。 

  法整備を待たず内部監査を導入するのであれば、内部監査スタッフを採用してその給与面を JICA支
援から捻出してもらうという手があると思う。（UNDPのプロジェクトを引合いに出して）2008年に
試験的に行ったプロジェクトでは、人件費を UNDP が拠出した事例もある。内部監査の人材にかか

るコストを JICAに支援して頂けるなら、導入も可能と思われる。日本が農牧省に託した基金の積立
金残高の中から、そのようなコストを拠出することも、JICA、農牧省で検討すれば可能ではないか。 

  現状では、内部監査の研修参加を要請された場合、われわれも受講生を参加させる程度は可能。ただ
し、内部監査の実施は別で、実施に人員は割けない。 
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日  時 2011年 9月 7日 16:30～18:00 

相手国機関 National University of Mongolia (国立モンゴル大学) 

場  所 国立モンゴル大学 経済学部 教室 

出席者 モンゴル側 Ms. BURMAA Natsag (Dr.),  
Ms. N. TUNGALAG (Ph.D, Professor in Accounting), 
Mr. SAINJARGAL Banzdai (Professor, Ph.D), 
Ms. D. AVIRMED (Professor, Ph.D) 

日本側 コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【国立モンゴル大学経済学部の概要】 
  当学部には、監査経験のある講師が多数いる。監査に関する博士も 1 名在籍。学生に監査に関する科

目を教えている。 
  内部統制に関する科目も教えられる教官も数名いる。 
  当学部としても、経済分野での政府のプロジェクトにも多数関与した経験を有する。 
  モンゴルの市場経済化以降、国際化にも対応するために、国際会計基準等、さまざまな基準等の導入
にも協力。モンゴル語への翻訳や翻訳チェック、出版、普及のための研修実施や講師派遣、政府機関

の顧問としての参加等、さまざまな形でサービスを提供してきた経験を有する。 
  直近では、政府の会計委員会に協力して国際公認会計基準の翻訳作業に携わっており、まもなく出版
される予定である。 
 

【内部監査の普及】 
  モンゴルの公的機関においても、研修等を行って能力向上を図り、内部監査の専門家の育成が必要と
考えている。 

  当大学では、Master of Public Administrationのコースを開設予定（準備中）。当コースでは、公的機関の
内部監査人も育成されると考えている。 
（以下、Masterコースの説明） 

 現在、NAOやウランバートル市の Audit Officeの協力を得て、そこの内部監査人をコースに招

待する予定。コース運営のための、講師の確保や財源の確保の方法を検討中。 
 公的機関の内部監査人の能力向上のためにも、当コースでの再研修は役立つだろう。 
 今後は、Bachelorレベルのプログラムでも、内部監査の科目を取り入れることを検討している。 

 

  当学部では、民間・公的機関から、期間やテーマ等を決めて、研修実施の依頼を受けており、それら
に対応した研修を実施しており、内部監査に関しても研修実績を有する。 

  最近は、官民を問わず、「内部統制」改善に対する研修等のニーズが高い。 
  ただし、モンゴルでは、外部監査に比較して、内部監査は極めて新しいことから、「内部統制」や「検
査」との認識が整理されていない。 
 

【プロジェクトに対するコメント】 
  モンゴルには内部監査がない、とは言えないが、WB のプロジェクトは参考になるのではないか。分

厚いマニュアルが作成されたそうなので。 
  モンゴルでは、さまざまな援助機関によるプロジェクトが実施されており、次のプロジェクトで、先
行したプロジェクトの経験を活用すべき。 
 

【プロジェクトのアプローチ】 
  研修に関しては、特に地方への展開を考えるのであれば、まずは講師を（ウランバートルで）育成し、
講師が（いくつかの県をまとめて）各地域に対して研修を実施し、普及するのが望ましいのではない

か。 
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  公的部門という共通点から、NAOも協力する必要はあるのではないか。 
  研修として、OJTは考え方としては良いと思うが、実際に機能するかは NAOの意見を参考にして検討

してはどうか。NAOでは、ドイツの技術協力により、外部監査の OJTを実施したと聞くが、モンゴル
人の監査チームにドイツ人専門家が同行したものの、指導は言語の壁もあり困難であった。逆に、先

進的な内部監査を実施している国や機関で実施されている内部監査チームに、モンゴル人の研修員を

同行させた方が、はるかに効果は高いのではないか。 
 

【プロジェクトに対する協力の可能性】 
  JICAのプロジェクトに対しては、具体的には、①基準、ルールの作成についての支援、コメント提供、
②研修の実施や講師派遣、プロジェクトとの共同研修、③教材の作成や翻訳。 

  JICAのプロジェクトに対しても、カスタマイズした研修の提供は可能。準備期間と、必要なテーマの
設定は必要。 

  研修の実施については、本学の施設（ビジネスセンター、教室）の提供も可能。 
  学部としては、会計学科としての 50年以上の実績と、20名以上の教員がおり、MOFとも協力してい

くうえでの問題はない。資金の負担次第である。 
 

  啓発活動も重要。政府全体での内部監査の認識を向上させる必要があると思われる。 
  NAO は設立から 20 年経ち、体制としても定着しているが、内部監査と比較されることになると思わ

れるので、外部と内部の違いや、内部監査のメリットについて理解を向上させる必要があるだろう。

特に Portfolio Minister にとって内部監査は有効な機能であることを理解させることが必要。Portfolio 
Ministerや政府高官については、政治的なポジションにもなり得ることから、内部監査を安定的に機能
させるためには、法律の枠組みを生かす必要性は高い。 

  内部監査の体制づくり、体制強化のための法的環境にまずは集中すべきではないか。 
 

【プロジェクトに対する期待】 
  内部監査人としては、公的部門よりも民間企業の方が、学生にとって魅力的に映るかもしれない。た
だし、本学の Public AdministrationのMasterコースの受講者であれば、現職の公務員なども対象ではあ
るが、公的部門の内部監査人も興味を引くと思われる。 

  税金の使い道には皆関心をもっており、内部監査によって公的資金がより有効に使われるとなれば、
公的部門の内部監査は、広く国民の注目を集めるだろう。 

  公的部門の内部監査機能の充実は、民間あるいは国民にも良い影響があると考える。 
  公的部門での資金の有効で効果的な活用がなされることは、公的サービスの向上を意味すると考えら
れる。公的サービスの向上は、サービスを受ける民間企業や国民にとっても良い影響といえる。 
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日  時 2011年 9月 8日 10:00～11:15 

相手国機関 Mongolian Institute of Certified Public Accountants（モンゴル公認会計士協会） 

場  所 大蔵省 9F会議室 

出席者 モンゴル側 Mr. Batjargal (Ph.D, Prof, CPA) （モンゴル公認会計士協会副会長） 

日本側 コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、 通訳：ダワ氏 

協議内容 

【モンゴル公認会計士協会の位置づけ】 

  モンゴル公認会計士協会は、これまで JICA、その他機関との協力関係を築いてきた。 
  JICAとは過去、外部監査の品質管理のプロジェクトを実施し、成功させている。 
  また現在も、日本・モンゴルの会計士協会の交流も継続的に実施している。 
  協会は規則、会計基準の翻訳や研修を行った実績があり、今回の政府の内部監査能力強化プロジェク
トにも協力できるものと思っている。 

  協会は、モンゴル国政府の命令で、国内の主要な会計基準等の策定において、大蔵省に対して協力す
ることになっており、大蔵省とも毎年、契約して業務を実施している。 

  国内での重要な基準（中小企業の会計基準、財務報告基準、公的機関の財務基準）の策定や、大蔵省
に対してそれら基準に関する研修の実績を有しており、大蔵省の信頼も厚い。 
 

【内部監査について】 
  モンゴルに約 2,000名の会計士がいて、約 1,000名が公的機関で活躍している。 

  協会としても、内部監査の知識を提供し、内部監査の基準を策定することは重要と考えており、外部
監査にもメリットがあると期待され、ぜひこのプロジェクトを成功させたい。 

  内部監査に関する研修実績としては、「基準」に関して民間企業に研修を行った実績がある。 
 

【プロジェクトのアプローチについて】 
  公的機関の内部監査の普及方法として、まず講師を育成し、次に啓発活動を展開することが考えられ
る。講師には大学関係者や大蔵省職員を育成することが考えられるだろう。 

  大学では監査に関する教官も充実しており、論理的なことを教えることができる。大学や専門家は、
大蔵省の担当者と一緒になって、国の方針や規則、ルール等の策定を支援し、共同で、内部監査を発

展させればいいのではないか。大学等も含めて大蔵省職員とプロジェクトが 1つのチームとなって、
共同でプロジェクトを進めていくのが効果的と思われる。 

  大蔵省にて講師を育成するにあたって、省内に（国税庁の研修所のような）研修センターを設置する
ことも有効と思われる。管理、会計、監査の分野をまとめてここで教えられるような仕組みを構築し

てはどうか。 
  協会は外部監査の国際基準の翻訳を行った実績を有する。現時点で、内部監査の国際基準等の翻訳予
定はないが、依頼があれば、国際基準の翻訳も当協会が行う構えがある（会長も日本への留学経験も

あり協力的と思われる。また副会長の方から、協会の役員会のメンバーに諮って、協力体制をつくる

ことも検討できると思う）。 
 

【プロジェクトに対するコメント】 

  モンゴルでは、公的機関の各レベルでの内部監査への理解向上は必要。法的環境も未整備なため、中
央政府・地方政府の幹部に対する啓発研修やセミナーは必要だろう。 

  省や地方政府の幹部レベルへの啓発に加え、省・地方政府の財務、国庫、予算を担当する局長レベル、
次に、専門家の実務レベルへの啓発が必要と思われる。 

  啓発のためには、研修の指導員の育成も重要。WB や ADB のプロジェクトでは、①教材を作成し、
②指導員を養成し、③幹部・実務レベルへの研修を実施した。 

  当協会が関与した外部監査の品質管理システム向上のためのプロジェクトにおいては、①講師となる
会計士や大学の先生に対して本邦研修などを実施、②JICA の専門家が来て実務上の助言を実施、③

外国から経験のある先生を招いての講義などの実施、といった活動を行った。 
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  同プロジェクトでは日本での研修が効果的であった。5名のチームで学びに行き、1名に 1つの科目
を担当させ伝播に責任をもたせると効果があった。 

  プロジェクトの成果として、当協会には外部監査に対する品質管理委員会が設置されており、品質管
理の専門家を擁している。彼らは監査法人を対象に品質保証の活動を行っている。また大きい監査法

人には法人内に品質管理ユニットを設けるよう指導している。 
  内部監査の仕組みが構築された場合、品質管理を担当する機関は大蔵省が適切ではないか。またそう
した機能の一部を、専門機関に業務委託することも考えられる。 

  内部監査業務の一部を外部に委託する際には、NAO、SIA等の事例も参考になる。決定をするにはま
ずそのような事例をよく検討する必要がある。 

  リスクベースの内部監査の仕組みを構築することに異論はない。リスクマネジメントは重要な考え方
になっており、各部門はリスクの重要性を意識するようになっている。重大なリスクから取り組むリ

スクベースの内部監査は歓迎されるだろう。 
  不正の摘発につながる統制も活動に盛り込むべきだろう。「リスク」、「不正」、「誤謬」という 3 つの
キーワードに関しては、職員の意識も高く、ニーズも高いので、研修でこうしたトピックを紹介する

と、とても反応が良い。また IT監査も関心の高いテーマである。 
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日  時 2011年 9月 8日 11:30～12:30 

相手国機関 Ernst & Young, Mongolia  

場  所 Ernst & Young, Mongolia事務所 

出席者 モンゴル側 Mr. Altansukh（Assurance Manager）, Mr. Peter Yong（Partmer）, Mr. Mike 
Kwan（Senior Manager, Financial Services）  

日本側 コンサルタント: 遠藤、大供   

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、（通訳：ダワ氏） 

協議内容 

【E&Y Monogolia】 
  Ernst &Young - Mongoliaはモンゴル銀行をはじめモンゴルの主要な銀行を顧客にもつ。銀行は内部監
査が最も進んだ業界であり外部監査を行うわれわれも、彼らの内部監査をよく理解している。また一

部の公的企業には内部監査機能があることも承知している。 

  当法人では、モンゴルの EITI（Extractive Industries Transparency Initiative）に関する調査を実施した実
績がある。報告書は大蔵省に提出している。その調査も政府機関に内部監査機能があれば、本来はそ

こが実施することが可能なのではないか。 
 

【内部監査に関する認識】 
  モンゴルでは内部監査には警察のようなイメージをもつ人が多くあまり歓迎されていないのではな
いか。しかし本プロジェクトは政府機関における内部監査の重要性を広めるうえでとても重要であ

る。 

  外部監査では、企業の内部統制やプログラムの理解にも限界があるが、内部監査人であれば、より深
く内部の統制システムを理解し、有効な指摘も可能ではないか。また外部監査にとっても、有効な内

部監査の機能があれば、外部監査の実効性も向上するだろう。 
  IT監査については、実施する際には、どこの監査法人もモンゴル国内のリソースだけでは実施困難で
はないか。当法人の場合、近隣国のメンバーファーム（マレーシアや中国・香港）等からの応援を得

て実施している。 
 

【プロジェクトに提供可能なサービスについて】 

  監査法人からは、監査経験をもち監査技法を習得した人材を、ローカルコンサルタントとしてプロジ
ェクトに派遣することは可能ではないか。ただし、モンゴル国内では特に国際的な資格をもった会計

士は不足しており、クライアントの決算期は、どこの監査法人も対応は困難であると思われる。 
  当法人としては、リスクベース監査の指導、支援、ノウハウの提供も可能である。 
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日  時 2011年 9月 8日 14:30～16:00 

相手国機関 Institute of Internal Auditors - Mongolia（モンゴル内部監査人協会） 

場  所 Bizcom Audit社長 執務室 

出席者 モンゴル側 Mr. Legshid OTGONBAYAR (Chair of Institute of Internal Auditors - Mongolia, 
General Director of Bizcom Audit LLC / CPA, CMA, CFM, CIA, MBA) 

日本側 コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【モンゴル内部監査人協会会長について】 
  モンゴル内部監査人協会の会長。MonICPAの副会長。Bizcom Auditの社長。 
  JICAの本邦研修にもMonICPAから参加させて頂いた。 

 

【協会の概要】 
  2003年設立。モンゴルの NGO法に基づいた NGO。 
  目的は、IIAの機能をモンゴル国内で果たすこと。 
  会員数約 300名。21の各県に代理人を 1名ずつ配置。 

  常勤スタッフは約 10名。 
  主な活動は、研修実施（資格取得のためのコース、内部監査に関する一般的な研修コース）、内部監査
の品質保証に関する活動、講習（セミナー、会議、フォーラム）等の開催。 

  資格として、「ローカルの」公認内部監査人資格を付与。会員は同資格の保有者。試験はモンゴル語で
実施。同資格試験のための参考書の出版や、研修コースの提供を行っている。 

  内部監査関連図書の出版も行っている。 
  通常、出版や翻訳に関しては、チームを組んで行っており、翻訳、編集を行うことができる。また内
部監査に関する情報収集も常時行っている。 

  民間企業の内部監査の体制整備のための規則づくり等にも助言を行った経験もある。 
  当協会では、地方でも公的機関のマネジメントを対象に内部監査に関する研修を実施した実績を有す
る。 
 

【内部監査の普及】 
  当協会としても、会長個人としても、研修以外に学術会議、雑誌、日刊紙等、さまざまな機会にさま
ざまなメディアを通じて内部監査についての広報に努めてきた。 

  モンゴル政府は 2010年を「ビジネス環境整備の年」としてコーポレートガバナンスの向上などをうた

っていたが、そのなかで内部監査の重要性も説かれている。 
  2010年の銀行法の改正においても、監査委員会の設置や内部監査機能の設置などの事項を取り入れる
よう当協会（会長）からも提言も行い、反映されている。会社法の改正案においても、同様の事項が

含まれている。また新予算法の改正案にも、内部監査機能の設置が盛り込まれている。 

  会長としては、個人的なつながりを通じて、上記法案などに関して、議員への内部監査の啓発も行っ
てきた（あくまで、個人ベースではあるが）。 

  2003年の当協会発足時から考えると、内部監査の重要性に対する認識は、相当広がってきたと実感し
ているので、これからは、具体的な手法についての議論が必要。 
 

【プロジェクトに対するコメント】 
  WBの事例なども参考にすればいいのではないか。WBのプロジェクトで作成されたマニュアルは（実
物を示しながら）、モンゴル語の翻訳が良くないのか、内容は理解しづらいところがある。それだけ内

部監査に関する翻訳は非常に難しいということであるが、その結果として、プロジェクトの持続性と

いう点では疑問を感じている。マニュアルが作成されていることも知らなかったし、マニュアルに対

するコメントも求められることもなかったが、当時、当協会（会長）が協力できていれば、もっと分

かりやすく編集できたのではないかと考えている。 
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  今までの外国援助では、外部監査に集中していたが、今回のような内部監査に注目したプロジェクト
は非常に重要だと考えている。 
 

【プロジェクトのアプローチ】 
  当協会としては、プロジェクトの要請に応じて、カスタマイズされた研修の提供は可能。 
  当協会としては、ローカルコンサルタントとして、スタッフをプロジェクトに派遣することも可能。 

  翻訳や教材の開発等についても、協力は可能。 
  翻訳のレビューも可能（内部監査の専門性の高い人が翻訳すべき）。 
  官民の内部監査の違いはあるが、根本的なところは同じであり、民間の内部監査のノウハウを活用で
きる分野もある。民間の方が進んでいる部分は、そこのリソースも活用できるのではないか。 

  民間でもそうだが、だれもが監査されたいと思うことはないので、内部監査に対して消極的な人が多
いと思われるが、それが実施するうえでの課題と考えられる。そのため、啓発活動は重要であると思

われる。 
 

【その他】 
  MOFではまだ当協会を利用した実績がない。 
  現在の大蔵大臣の下で内部監査機能が設置されたが、現在の副大臣も民間金融機関出身で、内部監査
についての理解も深い。法的環境が未整備であるものの、内部監査部署が設置されたことは、それだ

け必要性が高いと認められたためだと考えている。 
  法的環境整備がなされる必要があり、倫理規定なども作成する必要がある。 
  公的機関における内部監査機能の欠如が解消されることで、汚職、不正、非効率性などの発生を抑え
ることが期待される。 
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日 時 2011年 9月 9日 11:15～12:00 

相手国機関 Darkhan-Uul Aimag（ダルハン県庁） 

場 所 ダルハン県庁舎 知事応接室 

出席者 モンゴル側 Mr. Erdenebat, Governor, Dahkhan-Uul Aimag（ダルハン県知事） 
Mr. Jargalsaikhan, Head of Finance and Treasury Dept., Dahkhan-Uul Aimag
（ダルハン県財政国庫課課長） 

日本側 JICA：サイハナ、竹鶴、 コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【ダルハン県知事の見解】 
  プロジェクトの調査団の訪問を歓迎している。 
  ダルハン県は、人口が 1カ所に集中しており、またインフラも整備され各種県施設へのアクセスもよ

い。地方のパイロットプロジェクトを実施するには最適と思う。 
  内部監査のプロジェクトには意義があると思う。歳入と歳出に関する統制には課題があり、過去、違
反や横領事例があった。再発防止の統制機能を設計して財務の内部統制を強化する必要があるが、そ

のためにも内部監査は有効と考える。 

  JICAの本プロジェクトには全面的に協力していく構えである。 
  新予算法案の成立いかんにかかわらずダルハン県は、予算面では内部監査人を配置する余裕がある。
ただし、実際の人員の配置に関しては大蔵省との協議が必要で、その協議を元に内部監査人の人数や

配置が決まるものと理解している。 

  監査の指摘事項や助言を徹底させる仕組みもダルハン県にはある。NAOの県事務所（LAO）が不正や
リスクの高いエリアに関して監査を行っており、NAOの監査で指摘事項があると、知事の命令で改善
を促し実施状況のモニタリングを行っている。内部監査についても、同様にフォローしたいと考えて

いる。 

  監査されることを好む人はいないだろうが、県職員の本プロジェクトに対する意識は高い。公的機関
のマネージャーは、業務の管理状況が内部監査で明らかになり改善されるという効果に期待をしてい

る。不正を未然に防止する予防統制の設置にも関心がある。内部監査によって、予防対策の機能や、

財政の健全化への期待があることから、本プロジェクトを歓迎したい。 
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日  時 2011年 9月 9日 13:30～15:30 

相手国機関 Finance and TreasuryDept, Darkhan-Uul Aimag（ダルハン県財政国庫課） 

場  所 ダルハン県庁舎 会議室 

出席者 モンゴル側 Mr. Jargalsaikhan（財政国庫課課長）、Ms. Nansalmaa（投資担当課課長代理）、
Ms. Dagiisuren（予算担当）、Ms.Oyunjargal（税収担当）、Ms. Togtokhbayar
（会計担当）、Ms. Munguntsetseg（国庫担当）、Ms. Oyunbileg（国庫担当） 

日本側 JICA：サイハナ、竹鶴、コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【財政国庫課について】 
  県は 5課の 41名からなり、財政国庫課は課長を含めて 10名からなる。 
  財政国庫課は、ある程度の内部統制が構築されていると思っている。 

  SIAの検査や、NAO県支部（LAO）の外部監査も統制として働いているといえるだろう。大蔵省の 
IA-ME Dept.も地方における内部統制の機能を果たしている。 

  財政国庫課はこうした機関の監査を受けているが、何分実務に忙しく、これ以上監査対応に十分な時
間を割けない。県の行政機関の数に対し課のスタッフの数が不足してもいる。上記のような統制機能

を果たす機関同士の整理も必要であり、これら機関は、連携して効果的に監査を行う必要がある。 
 

【財政国庫課の内部統制に対する取組】 
  財政国庫課の業務については、内部統制もある程度構築はしているものの、この手法でいいものなの
か確信がもてない。金額的な照合は行っているが、証憑の詳細な情報までは精査できていないと思う。 

  財政国庫課で行った内部統制業務としては次のような実績がある。 
 日次の残高・証憑チェック 

  国庫担当がその日の取引の証憑を一覧にまとめ、帳簿金額の再計算と、システム出力の金
額との照合を行い、証憑には連番を付したうえで、その日の内に 1冊の報告書に製本して
報告書を作成し、課長に回覧のうえ、報告している（少ない時で 1日、百数十件。多い時
では、その数倍）。 

  E-reportという報告用ソフトを導入し、経理担当の意図的データ改ざんができないような仕

組みを作った。過去横領事件が発生した時はエクセルでの管理をしていた。 
 県下の国庫活動の証憑チェック 

  課として、過去、県下の 4つの Soumに対して、県の国庫予算が適切に確保されているか確
認するために、課のメンバーで検査チームを構成し、業務の合間をぬって、往査を実施。

関連証憑がすべて揃っているかなどをチェックした。 
  各検査で 1週間ほど時間を割きたいが、実際には 1日だけで済ますしかなかった。 

 

  内部統制の仕組みを強化する事は重要ではあるが、県内には 103の公的機関が存在し、これらの全組

織に適切な内部統制を設置するのは難しい。 
  公的機関の数も多く、県に内部監査人を 1名といった体制では無理だろう。作業量が膨大になり、課
させる責任も重すぎる。 

  課では在任証明書（職務分掌表の意味）を作成し各担当の業務の範囲と責任の明確化を図っている。 

  統合財務報告書のチェックも行っているがとても時間がかかっている。 
 

【財政国庫課に実施される外部監査の概要】 
  NAOの県事務所（LAO）が年 1回 1月ころに監査を行う。結果は県議会に報告され、監査の指摘事項

は知事の下で改善される仕組みができている。 
  NAOが行う監査は主に、財務報告書の監査、予算の執行の監査。NAOは金額の重要性に基づいた監
査を行っている。監査の許容誤率が設定されているようで、同課は 2008～2010年の監査において誤謬

の指摘を受けていない。 
 

－ 　－216



 
 

  外部監査の助言に対する同課のアクションとしては、次のような流れとなる。 
指摘事項の内容を確認する文書が検査機関から発行される。 

  財務国庫課長は、合意できる項目、できない項目を明記し、機関に返送する。 
  検査機関はその内容を受けて正式な助言書を知事あてに発行する。 
  財務国庫課長は知事の指示を受けて、担当者や期間などを決めた対策書を取りまとめる。 
→ 改善を実施する。 

 

【外部監査に対する財政国庫課の意見】 
  SIAも財務的な監査を行ってはいるものの限定的。財務の監査はMOFが一括して行うのがよいのでは
ないか。 

  NAO、SIA、警察（経済犯罪対策部）、汚職防止委員会等、調査・検査機関が多い。彼らは減点主義的
な観点で現場を評価する。違反が発見されたら処罰する仕組みはあるが予防的統制はない。また外部

監査の指摘事項は、現場の感覚とは異なり的が外れている感じがある。 
 

【財政国庫課の内部統制・内部監査に対する意見】 
  内部統制はどの部署ももつべきもの。特に県庁の意思決定プロセスにも内部統制を導入するべきでは
ないか。 

  ダルハン県の財政国庫課の内部統制は比較的、充実しているものと思う。 

  内部監査人は、現場の仕事内容を知っている人がなるべきだ。知らない人がなると仕事を余計に増や
すことになる。 

  指摘するだけでなく一緒になって改善活動を行ってくれる内部監査人が必要である。 
  内部監査は財務だけでなくその他業務も対象になる。いろいろな分野の専門家が内部監査人に任命さ
れるべきだろう。 

  SIAは本来、内部監査的機能を果たすことになっているが今は機能していないと考えられる。体制を
見直す必要がある。 

  過去の横領事件も内部統制が正しく機能していれば防げたのではないか。SIAは証憑の精査を事後的

に実施するが不正を予防する機能を持たない。 
 

【プロジェクトに関して】 
  新予算法案の成立のいかんは、ダルハン県庁には関係ない。こちらは内部監査のパイロットプログラ
ムをいつでも受け入れる構えがある。ダルハン県は予算的にも規模的にも余裕がある。 

  ダルハン県がパイロットに指定された場合、内部監査人を増員するべきだろう。 
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日  時 2011年 9月 9日 15:45～16:45 

相手国機関 Health Department of Ministry of Health, Darkhan-Uul Aimag（保健省ダルハン
県保健局） 

場  所 保健省 ダルハン県 保健局事務所 

出席者 モンゴル側 Ms. M. Galya（保健局予算担当、主任会計係） 

日本側 JICA：サイハナ、竹鶴、コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Jargalsaikhan（ダルハン県財政国庫課課長）、 
Mr. Bayanmunkh（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【県保健局の概要の説明】 
  担当者は保健大臣管轄のすべての県施設の予算を担当している。 
  予算は 2部作成し、保健省と県庁に提出。一方で、国庫資金は、県の国庫課から受領している。 

 予算申請の流れ：   県保健局   保健省   大蔵省 
 国庫資金分配の流れ： 大蔵省   各県庁   県保健局 

 

【内部監査に対する見解】 

  保健局に内部監査が導入される場合、保健に関する分野のコンプライアンス監査については、保健省
が内部監査を実施するのがよい。 

  財務に関しては Aimagに設置される国庫担当の内部監査人にみてもらうのがいいだろう。 
  ただし、財務のなかでも保健省の国庫局の担当が責任をもって県保健局の監査をすることも考えられ
るが、Aimagの内部監査人が、県が配分した光熱費などの一般費用を担当するといった分担も考えら
れる。 

  つまり、予算の流れがいろいろあるので監査の仕組みをよく検討する必要がある。 
 

【県保健局における内部監査のニーズ】 
  近年患者 1人当たりの医療コストが増加している。保健省は患者 1人当たりの医療費基準を基に地方
に予算配分する。ダルハン県の医療コストは現在約 8,000万トゥグルクだが、保健省はその半分ほど
の予算を配分する程度である。予算が足りていない。医薬品の費用にかかる内部統制が必要なのでは

ないか。予算の妥当性から医療現場での医薬品の横領にかかるリスクまで幅広くカバーする仕組みが

必要。 
  内部監査は財務だけでなく、業務の面でも監査をすると理解している。保健分野・医薬業界に精通し
た内部監査人を採用するべきではないか。 

  現在は内部監査の体制は保健局にはないものの、内部統制は実施されていると思う。総合病院の給与
計算のチェックや会計周りのチェックを行っている。 

  外国の援助融資や寄付、民間投資等にも内部統制の枠組みは必要である。寄付による機材などが最近
県に入ってくるようになったが、使っているとすぐ壊れたという事例が報告されている。この場合だ

れが保証するかという責任の所在が明確でないので機材が放置されてしまう。契約時のレビューや機

材の品質に対する監査が必要になると思われる。 
  内部監査には問題を指摘するというよりも、問題に対して一緒に取り組んで解決してくれるような機
能を期待したい。 
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日  時 2011年 9月 9日 17:00～18:00 

相手国機関 Local Audit Office /National Audit Office, Darkhan-Uul Aimag〔LAO（NAO）ダ
ルハン県事務所〕 

場  所 ダルハン県庁内 LAO（NAOダルハン）事務所 

出席者 モンゴル側 Ms. N. Bertsetseg (General Auditor Darkhan-Uul Aimag) 

日本側 JICA：サイハナ、竹鶴、コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Jargalsaikhan（ダルハン県財政国庫課課長）、 
Mr. Bayanmunkh（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【ダルハン事務所概要】 
  NAOは大蔵省管轄の公的機関の外部監査を実施、当事務所は 11名で県下の公的機関を監査。 
  ダルハン県は 103の公的機関と 10社ほどの国営企業をもち、NAOダルハン事務所はそれら組織に対

して、投資事業、融資事業、援助事業などに対する外部監査を実施。 
  業務の拡大に伴い 2～3年後には、14～18名にスタッフを増員予定。 
 

【ダルハン事務所の監査業務について】 

  監査は監査マネージャーが率いる 2つのチームで実施される。1つは財務報告の監査、もう 1つは執
行（業績）の監査である。 

  財務監査では、現在 4つの民間監査法人と協力体制（外部委託）にある。 
  執行（業績）の監査では、予算執行の有効性（VFM）を評価する監査も実施。その他、環境監査や水

の監査（環境監査の一環）、コンプライアンス監査なども実施している。 
  監査の手法は英国のものを使っている。また国際監査基準を採用している。 
  監査対象（テーマ）は監査長期計画に含まれており、その計画に沿って選定されている。 
  各監査人が、それぞれの担当する分野の中でテーマを選定して持ち寄っている。選定の理由や、住民
のニーズがあるかを所内で検討し、話し合ってテーマを決定する。テーマは議論して決定しており、

「なぜ」、「成果は」といった分析を監査人に行わせ、監査人を育成している。 
 

【内部監査機能に対するコメント】 

  SIAとNAOと機能の違いをはっきりさせるべき。SIAは財務監査をサポートする位置づけと思われる。 
  昔は大蔵省の財務検査局が内部監査的な役割を果たしていたが、この組織が SIAに吸収された。また
各省の専門の検査官も、SIAに吸収された。その結果、各分野においても、内部統制が弱くなり誤謬

や不正が増えたと考えている。 

  水関連の監査についても、水管理庁が水質汚染の報告を受け付けたが、何ら対策が取られず、SIAが
検査を実施することになったが、SIAは決められた計画にのっとってしか検査を実施できないため、
対応が遅れた。本来、水管理庁に内部監査機能があれば、汚染の拡大も防げたはずである。 

  国庫の機能も集約され、予算の徴収と配当といった面で一括管理できるという利点が生まれたが、反
面、内部での統制が失われたと思われる。当時システム導入の盲点をついた不正も起こった。 

  ダルハン県は地方予算が 10％、中央からの予算が 90％の予算構成となっている。新予算法案に基づく
地方分権の流れで、地方予算が増えるだろうが、コントロールの効かない状態でそれを行っては不正

の温床になる。 

  監査では、地方や国家予算に反映（計上）されない資産や資金、基金なども、本来予算や決算報告に
算入させる仕組みが必要との指摘を行っている。またこれらに対する内部監査の仕組みも必要。 

  NAOも、内部監査のようなアドバイスを提供する機関に変わりつつある雰囲気であると認識している
が、NAOとしては強制的な対応を取らなければならない場面も多いと感じている。 
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日  時 2011年 9月 12日 14:20～15:20 

相手国機関 Ministry of Finance（大蔵省） 

場  所 大蔵省 会議室（9F） 

出席者 モンゴル側 Mr. D. BATTUR (State Secretary), Mr. KHURENBAATAR Baavgai (Director 
General, Development Financing and Cooperation Dept),  Mr. Baajiikhuu 
TUGULDUR (Senior Officer, Head of Aid Effectiveness and Data Management 
Team),  Ms. Baatarkhuu GERELMAA (Director General, Internal Auditing, 
Monitoring and Evaluation Dept.) 

日本側 JICA：辻、岩間、竹鶴、サイハナ、コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【次官よりプロジェクトに対するコメント】 

  JICA調査団の来訪に感謝している。 
  大蔵省では、2009年の政府決議に基づき、内部監査機能を果たすべく、IA-ME Dept.を設置。新しい部
局であり、日本の支援を要請した経緯がある。 

  内部監査機能の強化については、政府の内部監査機能を発展させ体制を強化するための戦略計画を作
成し、さまざまな手法・技術を導入したいと考えており、必要な規則・ルールを作成し、普及・定着

を図ることが重要な課題である。 
 

【次官より】 

  他省、地方政府も含めて、現時点での JICA側の見解についてお聞きしたい。 
 

（辻審議役より） 
 大蔵省内においては、決議に基づいて規則や手順書が用意され、内部監査が実施されている
と理解しているが、政府内において、内部監査の定義や外部監査との違いなどについて、理

解は不十分と思われる。法的根拠が整備されたとしても、各省において体制整備を行い、予

算を獲得し、実施するという取り組みを行っていくためには意義・便益への理解が欠かせな

いし、研修やツールの開発が奏功しない。 

 研修やツールの開発以前に、実現可能な戦略策定が必要と考えられ、その実施の素地を築く
ものとして啓発活動も必要と考えられる。 

 また、大蔵省内各局で連携し、各省・地方政府が内部監査を導入するインセンティブを明確
にしてはどうか？例えば、次年度の予算要求にあたり、内部監査結果と指摘事項の改善案を

報告する事業等については予算を配分されやすくする、あるいは内部監査の体制がしっかり

しているところについては外部監査の頻度を減らすということも考えられる。 
 内部監査とモニタリングなどの機能との業務の整理も必要。 
 WBによる支援分野との区分も検討される必要がある。 

 

【次官より】 
  90年以前の国家統制時に「検査」が用いられていた。90年代から「監査」が入ってきた。外部監査と
して「監査」が定着してきており、ご指摘のとおり、内部監査と外部監査の違いは理解されていない

のが現実である。 
  大蔵省では IA-ME Dept.が、省内の部局に加え、県の国庫局に対して内部監査を実施してきたが、限ら
れたリソースや理解のなかで実施しており、被監査先の理解も十分ではないので、これまでのところ

内部監査の効果は高くないといえる。また監査の助言に対して対応を確保するようなメカニズムも欠

如しているが、大蔵省内については、比較的、助言の実施を徹底することは比較的容易ではある。 
  内部監査の理解度を政府内の各レベルで高めることと、内部監査の定着のための実現性の高い戦略を
策定することには賛成。 

  一番の目標は、「国際基準」に適合した内部監査体制の構築といえる。今後の経済成長を考えれば公的
部門の扱う資金は増大する。これを内部監査によって適正執行を確保したい。 

－ 　－220



 
 

  WBとの活動の重複を避ける対応は可能。WBには、大蔵省内部の体制整備と能力向上を依頼したい。 
  JICAには、他省や地方政府における体制づくり、国全体の制度づくりに向けて、効率的な制度、普及

のための戦略、定着のための基準やルール等の策定のための支援をお願いしたい。 
  （MOF内は、WBの支援や自省の予算もあり、内部監査を推進できるのに代えて、）JICAに依頼した
スコープが、他ドナーの支援よりも、より難易度が高いことは理解した。 

  他省での内部監査体制定着には、予算要求時に内部監査による改善策の実施状況を考慮したり、内部
監査の実施状況の評価結果に基づいた外部監査機関による監査実施など、インセンティブを付与する

仕組みが必要なことも理解した。省内では、今年から財政政策局に内部監査のレポートが提出されて

いる。 
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日  時 2011年 9月 12日 15:20～16:30 

相手国機関 Internal Auditing, Monitoring & Evaluation Dept., MOF（大蔵省内部監査・業績
評価モニタリング局） 

場  所 大蔵省 9F会議室 

出席者 モンゴル側 Ms. Gelelmaa (Director General, Internal Auditing-Monitoring and Evaluation 
Department), Ms. Ovyu（IA-ME Dept.副局長）, Mr. Bayanmunkh 

日本側 JICA：辻、岩間、竹鶴、サイハナ、コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 通訳：ダワ氏 

協議内容 

【内部監査の意義とメリットに関する周知について】 
  内部監査の意義、重要性をまず上層部で理解してもらうよう啓発活動を行う必要がある。また各レベ
ルにおいても内部監査の意義、利点を理解してもらう必要がある。 

  啓発活動に関しては、省内の内部監査の規則の作成、Portfolio Ministerに対する内部監査の基礎知識に
ついての研修、財政・国庫担当者への内部監査機能の説明、などを実施した。 

  各省・地方政府への内部監査の説明は難しい状況ではないが、IA-ME Dept.の現在の人員で対応できる
範囲でのみ実施。 
 

【関連する法律とプロジェクトに対する見解】 
  大蔵省は政府決議 46号（2009年 2月 11日）により、大蔵大臣の担当範囲の財政・資金の内部監査の
実施とともに Portfolio Minister及び県知事事務局、首都ガバナー事務局、各公的機関において内部監査

事務局を実施し、政策面での指導を行うことを義務づけている。 
  新予算法案はまだ可決されていない。法がないから専門人材を配置できないでいる。しかしモンゴル
の会計法には、Portfolio Ministerが内部統制を構築する義務があると定めている。こうした義務が生じ
ていることから考えると、内部監査活動を推し進めていけると解釈できる。 

  仮に新予算法案が未採決であっても、内部監査関連の法令を改正して内部監査のプロジェクト実施に
対応することができると考えている。 
 

【プロジェクトに対する考え】 

  プロジェクトでは大蔵省としては財務分野の内部監査に集中する。財務分野であれば他省・地方政府
において共通する分野であり、比較的容易に展開が可能と考えている。 

  （財務以外の内部監査については）大蔵省と例えば農牧省では人材育成の内容は異なる。財務以外の
監査については、それぞれの省がその分野ごとに内部監査手順や規則を構築していくのではないか。 

  （プロジェクトとして財務以外の分野の支援の必要性については）これから検討する。モンゴル国政
府全体における内部監査の体制づくりに、まずは協力して頂きたい。 

  （モニタリングと内部監査の関係については）予算に対する成果を評価する監査も必要になる。これ
は有効性・効率性を評価する監査で、現行のM&Eの活動と整合性があることは理解している。 
 

【WBと JICAの活動について】 
  WBのスコープとしては、大蔵省内の内部監査強化と IA-ME Dept.の人材育成であり、大蔵省にかかる
規則や規定の策定が主となると想定している。 

  JICAのスコープとしては、大蔵省の現行の体制に基づいたパイロット監査の支援、他分野への内部監
査の普及支援、各省・地方政府での人材育成や体制構築のための戦略計画の策定支援、IT監査実施の
支援、融資援助案件の効率性を評価する監査手続きの開発支援などを想定。 

  世界銀行と JICAの両プロジェクトの、活動のタイミングの整合性については検討が必要。 

  世界銀行には概略的な基準の策定をしてもらいたい。JICAには具体的な監査実務の指導をお願いした
い。詳しいすみ分けのイメージはつかめていない。両者の相乗効果が出るよう期待したい。 
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日  時 2011年 9月 12日 17:00～18:00 

相手国機関 Ministry of Social Welfare and Labor（社会福祉労働省） 

場  所 社会福祉労働省 3F 会議室 

出席者 モンゴル側 Ms. AMARTUGS Tsenddavaa, Deputy Director, Information, Monitoring and 
Evaluation Dept, Ministry of Social Welfare and Labor(社会福祉労働省、情報・
モニタリング評価局副局長) 

日本側 JICA：辻、岩間、サイハナ、コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【情報・モニタリング局のモニタリング活動について】 
  当局では、業務執行に対する分析モニタリングを実施している。 

  モニタリングでは、①業務プロセスにおけるコントロールの実施に対するモニタリング、②業績の評
価モニタリングの 2つの活動を行っている。業績の評価モニタリングには国際基準を適用している。 

 

【内部監査に対する見解】 

  社会福祉労働省の特徴として、省の活動は効果が発現するまで長期にわたるものが多いことである。
投資案件の財務面の監査が行われておらず、内部監査を導入する必要性を感ずる。特に資金規模が拡

大しているため、執行に対する内部監査の必要性は高いと認識している。 
  実際には、内部監査のルールや規則も整備されておらず、SIAとの違いもよく分からない。 

  内部監査のメリットとしては、単に大蔵省の貰い受けととらえるのではなく、社会福祉労働省の４つ
の基金（就業支援、人材、社会保険、福祉）を監査するうえで効果があることを期待している。 

  基金の内部監査については、資金利用や業務の効率化や改善活動、体制のレビュー等が考えられる。 
  内部監査は NAOの外部監査と異なり、組織の健全化を促す効果があると理解している。内部監査の結

果や改善提案は、省の政策立案にも影響するだろう。 
  要望を酌み上げ、体制を診断するのが内部監査だと思う。省組織を健全化するためにわれわれは内部
監査を導入したいと考えている。 

 

【内部監査活動の現状】 
  内部監査体制を充実させるために 2名を新たに外部から雇用し内部監査要員として配置（1名は 7月
に採用、もう 1名は今後採用予定）。採用した 1名が現在、内部監査に必要な法令、マニュアル、ガイ
ダンスに関して調査をして、内部監査に必要なリソースを明確にする作業を行っている。 

  内部監査の要望や組織の改編については大蔵省からの助言はあったが、社会福祉労働省内の規則等に
ついては、省の業務に合わせて策定されると思われるので、今のところ大蔵省との連携はない。 

  財務分野の内部監査も大事ではあるが、省庁の各専門分野の業務に合った規則をつくり、それに沿っ
て弾力的に内部監査を行うのが重要ではないか。財務分野以外のパフォーマンス監査等は各省の業務

の特徴に合わせる必要から、共通した監査手法を設計するのは難しいのではないか。 
 

【その他】 
  NAOは細かい財務監査を実施している一方で、政策策定などの重要な点までカバーできていない。内

部監査が充実すれば、外部監査も効率的になり、そうした部分をカバーすることができるだろう。 
  公的機関において、同じ機能を有する部署間の連携は重要。モニタリングに関しては、マネージャー
クラスが定期的に意見交換をする場に集まって討論する機会がある。IA-ME Dept.には、内部監査に関
して、そのような場を提供してもらいたい。 

  IA-ME Dept.には、大蔵省での監査のケースを用いた勉強会などにより、財務的な執行の監査の経験を
シェアしてもらいたいと思っている。大蔵省で確立した手法を社会福祉労働省でも適用できるか試し

てみたい。 
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日  時 2011年 9月 13日 9:30～10:30 

相手国機関 World Bank（世界銀行）  

場  所 世界銀行 会議室 

出席者 モンゴル側 Ms. Badamchimeg Dongon (Financial management Analyst) 

日本側 JICA：辻、岩間、竹鶴、サイハナ様、コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 ― 

協議内容 

【WB担当の内部監査プロジェクトに関する見解】 

  WBのMulti-Sectoral TA Loanは、財務、会計、社会保障などのコンポーネントを含み、全体では 2014
年までの 3年間、1,200万ドルの予算。会計・内部監査分野コンポーネントのなかで内部監査に関連す
る部分に充てられているのは 39万 5,000ドルで、比率は極めて小さいといえる。 

  C/Pのニーズを酌み取ってその要望を支援したいと考え、C/P自身でニーズアセスメントをするように

申し入れたが、彼らの要望も五里霧中の状態。要望としては、IA-ME Dept.の人員の能力向上、ルール
や規定の作成、内部監査に関する上位文書の作成、戦略計画の作成と実施、海外研修、内部監査の指

導等だが、整理が必要な状態。かつ新予算法案の審議もあり法的根拠を含め極めて情勢が流動的であ

ることから、ローカルコンサルタントを雇用して C/P部局の要望を整理することを計画している。 

  現地コンサルタントを調達しようとしても、応募者がおらず、専門的な分析のできる人材は見つけら
れなかった。国際コンサルタントの調達は、さらにその後になるが、調達のめどはついておらず、ロ

ーカルコンサルタントの傭上期間等の時間軸の設定も未定。 
  IT監査はモンゴルでは実施が困難と判断している。世銀のトラストファンドを活用して、NAOが IT

監査ガイドラインを作成し、それに基づいた技術習得のトレーニングを実施しているので、大蔵省に

はまずそれらを参照してみるべきと助言した。 
 

【内部監査におけるMOFの役割について】 

  大蔵省が内部監査をどこまで地方や各省庁で推進できるのか、という点に関しては、われわれもよく
見えていない。法的根拠が整備されたとしても、中央の指示で地方が行った活動の結果が、地方自治

体に報告されて止まってしまう、という報告ルートの問題が存在し、中国など同様の取り組みを行っ

た国であまり成功していないケースもある。 

  世銀の協力で作成を検討しているガイドラインにおいても、まずはモンゴルにおける内部監査の理解
度向上を念頭に、監査人向けと被監査部門向けの内容を含んだものがまず必要になるだろう。戦略計

画を 2012年に策定する予定がある。トレーニングで何を行うか、監査におけるコンサルティング業務
をどうするかといった技術的なもの（法的以外の側面）に関する内容になるかと思う。新予算法が成

立したらよく検討したい。 
（JICA側で想定されるプロジェクトの概要として以下を説明） 

 全国的な啓発キャンペーン、内部監査のベネフィット啓発活動 
 戦略計画の策定支援（内部監査のガイダンス、MOFの調整の下での実施ルールや規定、モデ

ルの策定等）及び意識の高い省庁、地方での現場指導 
 国際基準へのエクスポージャー 

  JICAの案には非常に賛成できる。定期的に内部監査の啓発キャンペーンを行うべきだろう。IA-ME 
Dept.が戦略プランをもつことも大事だ。誰が何を行うかを明確にして、インセンティブを設定してや

ることは重要だ。第三国研修にも賛成できる。 
  WBと JICAの活動は重複しないことが重要になる。JICAのプロジェクト開始に併せて歩調を揃えて

いきたい。 
  新予算法案が成立することを期待したい。法案さえとおれば 2012年はこのような活動の停滞がなくな

ることを期待している。 
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日  時 2011年 9月 13日 15:00～16:00 

相手国機関 Finance and Investment Dept, Ministry of Health（保健省財政投資課）  

場  所 保健省財政投資課 執務室 

出席者 モンゴル側 Ms. Dorligjav NARANTUYA (Officer, Finance and Investment Dept, Ministry of 
Health)（保健省財政投資課担当） 

日本側 コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Bayanmunkh（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【保健省財政投資課の業務について】 
  財政投資課は 9名。うち、会計担当者は 1名のみ。2名は投資担当、他は予算・計画の担当。 
  財政投資課では、「内部統制」として、財務報告書の取りまとめの際にチェックを実施。 
  （会計担当者の 1名が、管轄の 756 カ所を統合した保健大臣管轄のパッケージ予算に関する作成とチ

ェックを行っている。） 
 

【保健省での内部監査に関連する活動について】 
  モニタリング局では、財務面以外の省の保健分野の、主に治療サービスのモニタリングを実施。 

  内部監査の人材や予算の配置はなく、内部監査は実施されていない。 
  政府命令に基づき、内部監査機能を設置することになっているのは承知しているが、役職としても、
担当者の配置もない。当面、できたとしても兼務となるだろう。 

  財政投資課の会計担当者が、財務にかかる内部統制の役割を担っている関係で、大臣や次官、主な病
院長、県の保健局長に対して、内部監査に関する説明を行ったことはある。 

 

【省内での内部監査の認識について】 
  省内では、内部監査に対する認識は低く、外部監査と内部監査の違いについても理解されていないと
思われる。 

  特に、局長・部長レベルでは、医療関係者（医師）が多いため、（財務に直接携わっているわけではな
いので）内部監査については理解が浸透していないと思われる。 

  今後の内部監査に関する省内の計画も不明。 
 

【内部監査に対する期待】 
  外部監査でも、保健分野の特徴を理解していないと思われる指摘もある。内部監査が特に専門分野に
対しても機能することで、外部監査も効率的・効果的になるのではないか。 

  財務諸表監査は、財務報告作成後の監査であって、内部監査には、経理プロセスや予算・計画策定プ
ロセスでのミスの発見などによって、助言がなされることを期待。そうなることで、適切な予算が策

定され、各病院に合理的な予算配分などがなされると思う。 
  内部監査による投資の効率性が向上することも期待。それぞれの投資の適切性や妥当性が検証され、
有効性が改善されると思う。例えば、大病院の General Managerでは、年間 10～100億トゥグルクの予
算を使うが、使い方に妥当性を欠くものもあると思われるため。 

  内部監査によって、病院のマネジメントや政策・方針を検証するような内部監査も有効ではないか。 
 

【内部監査機能の設置について】 
  現在の政府命令だけではなく、法的裏づけが必要で、方針や人材、体制、構造等も示されたうえで、
省内でも対応が検討されると思われ、そのうえで予算措置が必要となるだろう。 

  保健分野の特徴を理解した保健省としての内部監査人が必要になると思われる。県（地方）の保健局
についても、県の内部監査人が、主に財務に関する内部監査を実施するのであれば、SIA と同様であ
まり詳細な監査にならない恐れがあるため、保健省の内部監査部門が監査を実施するのがよいのでは

ないか。 
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  2006～2007年ころ、当時の大臣の大臣事務局に内部監査人が 1名配置されたことがあった。明確な理
由は不明だが、2 年ほどして廃止された。おそらく、効率的あるいは有効な内部監査ができなかった

ためと思う。保健省は、教育省（傘下に学校）に次いで、下部組織（病院等）が多い省であるため、1
名で内部監査を実施するのはそもそも無理。 

 

【プロジェクトのアプローチ】 

  他省では、どのように内部監査の説明などを行っているか知りたいと思う。 
  大蔵省の IA-ME Dept.に対しては、財務以外の分野に関する内部監査について、特にサポートとして期
待するものは思いつかない。 

  保健分野に関してのコンプライアンス監査等の支援については、National Standard Office や State 

Inspection Agencyなどの専門機関の協力が有効と考える。 
 

【財務以外の面での内部監査への期待】 
  横領や不正はあると思われるが、発見されていないものも、あるのではないか。現在の監査や検査の
体制では、そこまで手が届いていないと思われる。また資金の他の費目への流用などは財務報告のチ

ェックで発見できたとしても、無駄であったり非効率である支出に対して、改善や助言を提供するま

でには至っていないと思う。 
  内部監査機能が充実すれば、当初は違反の摘発件数も多くなるだろうが、その後に対策が取られ改善
されることで、違反は減っていくと考える。そのような事例に省内が啓発されることで、予防機能も

働くのではないか。 
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日  時 2011年 9月 13日 17:00～18:00 

相手国機関 Asian Development Bank （アジア開発銀行） 

場  所 アジア開発銀行 担当者執務室 

出席者 モンゴル側 Ms. Pochard (Principal Project management Specialist Resident Mission) 

日本側 コンサルタント: 遠藤、大供  

その他 ― 

協議内容 

【担当の内部監査プロジェクトに関する見解】 

  内部監査のプロジェクトを JICAが始めると聞いて、とても喜ばしい。ADBが JICAのプロジェクトで
何か協力できることがあれば協力する。 

  内部統制は実証の監査ではなく業務のプロセスを見る監査で、組織内部での改善に生かせるものと思
う。外部の監査は事後的に事象的な手続きしか行わず、予防の役割がない。 

  JICAプロジェクトの実施にあたっては、この国の文化も考慮すべきだろう。内部監査人には、「なぜ、
なぜ」と聞く能力が不可欠だが、この国の人々は、「なぜ」と聞くような教育を受けていないと思われ

る。懐疑的に物事を見る習慣がないのだろう。疑うという姿勢に消極的なためか、監査も検査もすべ

て同じような認識しかもてず、今でも内部監査に関する国民の理解は皆無に等しい。 
 

【ADBの活動について】 
  ADBでは、現在 20名のスタッフが勤務。 
  直接、内部監査に関連するようなプロジェクトは現在実施していない。 

  ADBでも現地のコンサルタントを雇うことが非常に困難な状況。ローカルスタッフも数カ月で、鉱山
の仕事などの民間に転職することが非常に多く、人が定着しない。 

  この国の監査は民間の外部監査のレベルも低いものになっている。監査を頼んでも、いつも適正意見
で問題を発見できない。そうした概念が浸透していないと思う。 
 

【モンゴルの会計士のしくみについて】 
  モンゴル国会計士は CIMA（勅許管理会計士）の資格取得をするのが理想ではないか。英国の進んだ
管理手法や世界規準の会計方針を学ぶことができる。モンゴルは英語を使う人材も少なくグローバル

事情を解する人材もまれである。モンゴルに関連のトレーニング施設を作るプロジェクトを実施する

のも手だろう。 
 

【汚職、不正の可能性について】 

  この国では、民間も政府も汚職リスクが高いと思われる。そうした事情を改善するにも内部統制は有
効であり、内部監査機能の充実も重要な要素と思われる。 

  Civil Lawの体系も問題だろう。政治の腐敗・汚職、横領などのリスクも高いと思われる。 
 

【その他】 
  インターナショナルコンサルタントの採用にあたっては、特に法制度に関してはモンゴルの事情を考
慮し、Common Lawではなく Civil Law体系の法制度に詳しいコンサルタントであることが考慮される
べき。 

  何かあれば是非力添えしたいので、プロジェクト概要を共有して頂ければ、協力も検討したい。 
 

（面談者注：面談した担当の Pochard氏は ADBのアジア各国諸国でのいろいろな業務を経験後、7カ月
前モンゴルに着任。これまでの業務で各国の内部監査事情に触れた経験がある。また彼女の父親が 70

年代にフランスでの内部監査の啓発に尽力された方で、彼女自身、内部監査には深い思い入れがあった。

したがって、JICAの本案件についても非常に好意的であった。） 
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日  時 2011年 9月 14日 12:00～13:00 

相手国機関 State Inspection Agency （国家検査部局） 

場  所 SIA財務検査部長執務室 

出席者 モンゴル側 Mr. J. Tsogtbayar (Head, Financial Inspection Division, State Inspection 
Agency) 

日本側 JICA：辻、岩間、竹鶴、サイハナ、コンサルタント: 遠藤、大供  

その他 Mr. Erdene（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【SIAに関する説明】 
  State Inspection Agencyは 2003年に設立。大蔵省の下にあった財務検査機能や、各省の下にあった各分
野の専門検査機能を統合して State Inspection Agencyとした。 

  統合したことで例えば学校に対する検査で、建物の評価、安全・衛生管理の検査、教育面での評価な
ど、多方面の検査を一元的に行えることがメリット。 

  SIA財務検査部は財務の検査を主に行っている。体制は中央に 10名、市 50名、県に 5～6名の配置で、
合計 176名が検査業務を行っている。 

  モンゴルには約 5,000の公的機関と国営企業があり、彼らの予算を合わせると GDPの 30％を占めてい

る。1カ所につき 2年に 1回の割合で検査を実施している。 
  検査対象機関が多いため、今年からリスクベースの監査手法を導入し始めた。検査対象機関のリスク
の程度を分析するものであり、新規の取り組みであるところ、10月の閣議で基準を承認する予定。 

 

【法的な根拠】 
  PSMFL法には政府の財政管理に内部統制を導入することがうたわれており、SIAの財務検査部はそれ
に該当する。 

  公共財政管理法に基づき、SIAの財務検査部は、主に証憑の検査を行っている。国・地方の予算、国

営企業、外国援助・融資などの使い方に対して検査をすることが定められている。外部監査機関であ

る NAOは、財務諸表をベースとした検査を行うことが違い。SIAは財務諸表ができるまでのプロセ
スを監査する。他方で、NAOのパフォーマンス監査は、SIAの監査に似ており、重複しているとの指
摘もある。 

 

【検査の実施・報告の体制】 
  四半期ごとに各機関に対して実施された検査結果は、中央で四半期ごとに取りまとめて政府に報告す
る。 

  検査の種類としては、①2年に 1回の定期検査、②部分的な検査（特定の組織や分野に関する臨時検
査）、③体系的な検査（ライン省庁の上流から下流までの一連の業務に関する検査）の 3種類が実施
されている。 

 

【内部監査に対する見解】 
  モンゴルの内部監査の体制をつくることは重要と理解しており、PSMFL法においては、各省で内部
統制機能を設けることを規定しているが、実現していない。われわれも検査においては、被検査部門

に内部監査機能の設置を助言している。現在、内部統制の機能がある機関としては、Civil Aviation 

Agency, Border Control Agencyの 2つで、3名ずつ配置されているはず。話を聞くとプロジェクトの参
考になるかもしれない。 

  公的機関や国営企業では、内部監査が予算の執行の透明性や効率性を担保する機能となり、内部監査
機能の設置には賛成できる。SIAと作業の連携を取れたらと思う。 

 

【JICAプロジェクトに対する見解】 
  内部監査の整備を進め、被監査部門の統制が整ったところで SIAの検査を受けると、SIAの業務を効
率化できるという JICAの意見には賛成できる。 
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  内部監査は、予算を分配する大蔵省が単に予算の執行をチェックするものではなく、業務の改善を手
助けするコンサルティング活動であるという JICAの認識にも合意できる。大蔵省主導の内部監査で

は、財務だけの外部的な監査に終始し、公共財政管理法のうたう内部監査にはならないだろう。 
  内部監査機能をもつ公的機関が一部存在するが、それらを参考にして、これからの各省の内部監査の
体制構築については、中央に 1カ所あるいは中央と地方に内部監査部門を設置するかなど、監査部門
をどのように配置するかといった点が、課題となろう。 

  JICAの内部監査プロジェクトには期待するところが大きい。当局としては協力を惜しまない構えで
ある。 

  SIAの検査官の育成は主に国内研修で実施している。 
  SIAも大きくいえば政府の内部監査を実施する機関である。プロジェクトの恩恵を受けると考えてよ

いか。 
 （内部監査で何を監査すべきかといったポイントを把握しているのは SIAであるとこ、むしろ講
師としてご協力をお願いしたところ） 

  セミナーを受講したり第三国研修に参加したり、あるいは当局が研修講師として教えるという活動
は、とても意義のあるものだと思う。われわれも積極的に関与したい。 
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日  時 2011年 9月 14日 14:30～15:30 

相手国機関 The Governor’s Office of Ulaanbaatar City（ウランバートル市役所） 

場  所 ウランバートル市役所 庁舎 会議室 

出席者 モンゴル側 Ms. Gunkhuu (Head of Finance & Treasury Dept.)（財政国庫課課長） 
Mr. Enkhtur (Expert of Public Expenditure) 

日本側 JICA：辻、岩間、サイハナ、コンサルタント: 遠藤、大供 

その他 Mr. Erdene（C/P）、通訳：ダワ氏 

協議内容 

【ウランバートル市の財政国庫課の業務について】 
  ウランバートル市の財政国庫課は、市に 16名、9の各区に 9～10名が配置。 
  1日平均、市で約 300件、全区を含めると約 1,000件の取引を、財政国庫課で取り扱う。 
  人口（150万人）と比較して財政国庫課の規模は小さいがしっかりと機能は果たしている。 
 

【外部監査、検査、モニタリングについて】 
  監査・検査に関しては、Audit Office、Inspection Agencyが定期的に、計画に基づいて検査や、財務報
告の事後的な監査を実施。 

  財務諸表に対する事後的な監査の指摘事項に対しては、改善計画をつくって対策をとる。 
  市長事務局にモニタリング評価課（M&E課）があり、市の実施するプログラムやプロジェクトの評価
を実施。なおM&E課には、財務面の機能はない。 

  M&E課は、市や国家予算で実施される業績執行のモニタリング、市の経済社会目標（方針）に関する

計画の実施状況のモニタリングを実施。基本的には進捗確認。また活動計画や政策ペーパーの実施状

況やインパクトの評価も行う。 
 

【内部統制及び内部監査について】 

  財政国庫課の人数は定められており、現在、内部監査の役職はない。 
  新予算法案が成立すれば、予算の地方分権化が進む。また首都法案も現在審議されており、法案によ
れば、市民税・住民税の徴収が行われるようになり、税収増加が見込まれる。一方で、文部省や保健

省の一部の資産も市に移管されるようになり、負担増加も見込まれる。したがって予算規模が拡大し、

取引も多くなるなか、内部監査の必要性も増している。 
  内部監査が、日常業務の監査を実施して、違反の発見や指摘を行い、助言を提供することで業務が改
善され、仕事の効率が上がることが期待される。 

  過去、財政国庫課の業務において、大きな違反や不正は起こっていないが、今後もミスや違反が発生
しないという保証はないので、内部統制の強化が必要と考えている。 

  内部監査の機能があれば、資金の効率的な使い方やコスト削減にも役立つだろう。業務のサポートに
なるような機能を内部監査に期待している。 

 

【JICAのプロジェクトへの協力依頼に対して】 
  プロジェクトの実施は大変歓迎している。財政担当者としては、内部監査の重要性は認識しており、
必須の機能と考えている。お金の流れを健全化させることにより、社会に貢献するからである。 

  プロジェクトに対しても、情報提供等、協力したいと考えている。 
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日  時 2011年 9月 15日 9:30～10:30 

相手国機関 National Audit Office （会計検査院） 

場  所 会計検査院 2F会議室 

出席者 モンゴル側 Mr. Batbayar (Deputy Auditor General), Mr. Ganbileg (Director of Performance 
Audit), Ms. Sugarmaa (Internal Auditor), Mr. Batsaikhan (Financial Audit Dept), 
Ms. Murzed (International Relationship Dept) 

日本側 JICA：辻、岩間、竹鶴、サイハナ、コンサルタント: 遠藤、大供  

その他 Mr. Erdene（C/P）、（通訳：ダワ氏） 

協議内容 

【NAOに関する説明】 
  前身は 1995年に設立された。2003年から NAOとなり、現行の体制となった。 
  国家会計検査法（Law on Audit）法と PFMFL法が根拠。併せて財務監査、パフォーマンス監査を実施

することも規定された。 
  NAOは、国際監査基準にのっとって監査を実施している。2007年から IFAC、従前から INTOSAIの基
準を適用している。 

  地方政府レベルには LAOがあり、地方議会に報告する体制。 
 

【内部監査の体制に関するコメント】 
  内部監査の重要性は強く認識している。NAOは監査の助言として、政府機関の被監査部門に内部監査
機能を設置するよう、政府及び議会に勧めてきた。 

  2002年ころまでは、各省庁に検査部門が存在し、それらが内部監査的な役割を果たしていた。2003年
に検査機能が集約され、SIAが設立された。内部監査機能は組織の中にあるべきだが、外部に集約さ
れたことで各省庁では内部監査機能が働かなくなった。 

  NAOとしては、継続的に内部監査の体制を再考するよう助言を行ってきたが、現在の中央に集約され

た検査体制からの変更は極めて困難であると認識しているが、少なくとも、財務面の内部監査機能は、

各省庁に設置されるべきものであると考えている（SIAの財務検査部門の職員を各省に分散させるこ
とも考えられる）。 

  SIAの業務と内部監査業務は、重複する可能性があるので、新予算法案についても、SIAの条項を再

考するよう提言は行った。現在の法案のままでは、SIAと内部監査の重複は避けられないだろう。 
  国会でも、内部監査部門と SIAの運用に対しては、意見が分かれているところである。 
 
 

【内部監査機能に関するコメント】 
  内部監査が機能していれば NAOはその内部監査結果に依拠し、監査手続きを簡素化することもでき、
外部監査の効率も上がる。内部監査と外部監査はコインの表裏のようなもので両者は有機的に連携す

べき。 

  内部監査を推進する大蔵省 IA-ME Dept.には、ガイダンスやメソドロジーなどの提供、基準の導入やハ
ンドブックの開発、トレーニングの実施等を行うことが期待される。 

  内部監査の導入にあたっては、国際基準にのっとって実施されることを期待。 
  NAOでは、NAOの内部監査人の理解の促進や能力向上のために、モンゴル内部監査人協会が提供す

る内部監査の研修を受けさせた。試験を受けて公認資格を得た人材もいる。 
 

【パフォーマンス監査に関して】 
  NAOにはパフォーマンス監査を実施する法的義務がある。NAOとしては 8年の経験があることにな

るが、まだまだ確立の途上にある。 
  県レベルの監査でもパフォーマンス監査は必要であるが、人材不足で、時には中央から地方に応援を
派遣している。さらなる予算やリソースの手当てが必要。 

  スウェーデン、ノルウェーの監査チームが来て、モンゴル側のパフォーマンス監査の Peer Reviewが実

施された。監査に必要な専門分野の人材を採用することが提言された。 
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  監査人のバックグランドとしては、会計がほとんどであるため、パフォーマンス監査には、専門分野
の人材の充実が必要なため、NAOでは現在、社会学、農業、教育などの専門分野の人材の、テンポラ

リーでの雇用も含めた採用を進めている。 
  各省のモニタリング・評価ユニットの活動は、プログラムの進捗や達成度を見ており、パフォーマン

ス監査の一部とはいえるが、結果ベースのモニタリングの域を出ない。 
  内部監査にとってもパフォーマンス監査は将来的な課題となるだろうが、当面は、財務監査とコンプ
ライアンス監査に集中すべき。 

 

【JICAプロジェクトへの期待】 
  NAOも大蔵省が内部監査を推進することをサポートしたい。また JICAのプロジェクトに可能な限り

協力したい。またプロジェクト後には、内部監査の活動がさらに実施されていくことを期待している。 
  JICAの内部監査啓蒙キャンペーン、戦略策定のアプローチには賛成できる。専門家に NAOにお越し
頂けたら、どんなアプローチが良いのか一緒に検討することもできよう。 

  モンゴルでは、言語的な壁があり、翻訳がネックになる。国際基準やメソドロジーなどの概念を理解・
定着させるうえでも、まず国際基準の翻訳を試みることをお勧めする。モンゴル語訳の作成は大変で

はあるが、文字化された資料は非常に有効。現に NAOでも現在のツールの充実は翻訳された教材のお
陰でもある。したがって、プロジェクトには、IIAの内部監査基準やガイダンスの策定などにも期待し
たい。 
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